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日  監  第  ６ ０  号 

平成２２年(2010年)８月２３日 

 

 日 野 市 長 

   馬 場 弘 融  様 

 

日野市監査委員  山 下   護 

 

 

日野市監査委員  菅 原 直 志 

 

 

平成２１年度日野市各会計決算及び 

各基金の運用状況審査意見について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第２項及び同法第２４１条

第５項の規定に基づき、審査に付された平成２１年度日野市一般会計及び各特別

会計歳入歳出決算並びに各基金の運用状況を審査した結果、次のとおり意見を付

します。 

 

○写  
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注 記 

イ 文中に用いる金額は、原則として千円単位で表示し、単位未満を四捨五入した。

そのため、合計等と符合しない場合がある。 

ロ 比率（％）は、原則として小数点以下第２位を四捨五入した。 

ハ 構成比率については、内訳の計が１００.０％とならない場合がある。 
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平成２１年度日野市各会計決算及び 

各 基 金 の 運 用 状 況 審 査 意 見 書 

 

 

第１ 審査の概要 
 

１ 審査の対象 

 ⑴ 平成21年度日野市一般会計歳入歳出決算 

 ⑵ 平成21年度日野市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

 ⑶ 平成21年度日野市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

 ⑷ 平成21年度日野市下水道事業特別会計歳入歳出決算 

 ⑸ 平成21年度日野市老人保健特別会計歳入歳出決算 

 ⑹ 平成21年度日野市介護保険特別会計歳入歳出決算 

 ⑺ 平成21年度日野市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

 ⑻ 平成21年度各会計歳入歳出決算事項別明細書 

 ⑼ 平成21年度各会計の実質収支に関する調書 

 ⑽ 平成21年度財産に関する調書 

 ⑾ 平成21年度各基金の運用状況を示す書類 

 

 

２ 審査の期間 

  平成２２年６月２９日から平成２２年８月１１日まで 

 

 

３ 審査の手続 

  審査にあたっては、市長から提出された一般会計、各特別会計の決算書及び付

属書類並びに基金の運用状況を示す書類について、地方自治法等関係法令に準拠

して調製されているかどうか、決算の計数は正確であるか否かを検証するととも

に、予算は適正に執行されているか、基金は適正に運用されたか等を主眼として、

関係書類、帳票類と照合その他通常実施すべき審査手続きにより実施した。 
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第２ 審査の結果 
 

１ 総 括 

 ⑴ 総合決算の概要及び総括意見 

   平成２１年度日野市一般会計及び各特別会計の歳入歳出決算の総額は、表１

に示すとおりである。 

   審査に付された各会計の決算書及び決算付属書類は、地方自治法及び関係法

令の規定に従い、会計原則にそって作成されている。総括的に予算の執行状況

をみると、地方自治法及び関係法令等に基づき事務処理がなされ、概ね適正に

執行されていることが認められた。 

   更にこれらの計数についても、関係諸帳票及び証書類と照合した結果いずれ

も符合し、また出納閉鎖日（平成２２年５月３１日）現在における平成２１年

度歳計剰余金と、指定金融機関が発行した証書類とを照合検算した結果、その

金額は合致しており、当年度における決算を適正に表示しているものと認めら

れた。 

 

 

 

 

表１ 

平成２１年度一般会計及び 

 

区  分 

 

会  計 

予 算 現 額 

歳     入 歳 

決 算 額 構成比 収入率 決 算 額 

一 般 会 計 57,046,322,000 57,963,160,583 62.2 101.6 55,225,056,640 

特 

別 

会 

計 

国 民 健 康 保 険 
特 別 会 計 

15,617,151,000 15,348,024,791 16.5 98.3 15,254,009,710 

土地区画整理事業 
特 別 会 計 

3,070,111,000 2,925,675,187 3.1 95.3 2,764,152,952 

下 水 道 事 業 
特 別 会 計 

5,334,794,000 5,296,191,842 5.7 99.3 5,287,871,619 

老 人 保 健 
特 別 会 計 

32,946,000 34,671,892 0.0 105.2 27,792,443 

介 護 保 険 
特 別 会 計 

9,167,433,000 9,109,753,310 9.8 99.4 8,984,772,158 

後 期 高 齢 者 医 療 
特 別 会 計 

2,563,853,000 2,485,077,456 2.7 96.9 2,457,150,533 

合 計 35,786,288,000 35,199,394,478 37.8 98.4 34,775,749,415 

総 合 計 92,832,610,000 93,162,555,061 100.0 100.4 90,000,806,055 
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  なお、当年度予算にかかる主要施策その他の事業執行については、地方自治法

及び関係法令の規定に基づいて適正に処理され、概ね所期の目的が達成されてい

るものと認められた。 

主な事業 

  第５次基本構想・基本計画策定事業、緊急雇用創出事業、児童・生徒の安全対

策の取り組み、定額給付金事業、生活安定応援事業、ひとり暮らし高齢者等安心

サポート事業、高齢者介護施設等のマンパワーの育成、地域包括支援センターの

充実、民間保育所開設支援、市立保育園施設改修工事（おおくぼ保育園・あさひ

がおか保育園）、新型インフルエンザ対策、妊婦・６・９か月児健康診査事業、健

康診査事業（各種がん検診）、市立病院の経営健全化、学校給食推進事業（食育  

推進事業）、ユニバーサルデザイン福祉のまちづくり推進事業、ふだん着で行う 

ＣＯ2削減事業、交通網整備支援（市内連絡バス・丘陵地ワゴンタクシー）、豊田

駅バリアフリー化事業、百草園駅周辺まちづくり事業、ＩＣＴ活用教育の充実、

「ひのっち」の充実、大規模学童クラブ解消事業、特別支援学級の新設、旭が丘

小学校・三沢中学校屋内運動場大規模改造・耐震補強事業、日野第四小学校・日

野第二小学校校舎増築事業、小学校安全でおいしい水プロジェクト事業、日野第

一中学校校舎改築、旧百草台小学校跡地開設準備、（仮称）市民の森ふれあいホー

ル、豊田南・万願寺第二・東町・西平山区画整理事業、公共下水道整備事業 

 

 各特別会計歳入歳出決算総括表 
（単位：円：％） 

  出 
歳入歳出決算 

差 引 残 額 

翌年度へ繰り越すべき財源 

実質収支額 

構成比 執行率 継続費逓次 
繰 越 額 

繰 越 明 許 費 
繰 越 額 

事 故 繰 越 
繰 越 額 

61.4 96.8 2,738,103,943 0 14,297,000 0 2,723,806,943 

16.9 97.7 94,015,081 0 0 0 94,015,081 

3.1 90.0 161,522,235 0 54,080,000 0 107,442,235 

5.9 99.1 8,320,223 0 0 0 8,320,223 

0.0 84.4 6,879,449 0 0 0 6,879,449 

10.0 98.0 124,981,152 0 0 0 124,981,152 

2.7 95.8 27,926,923 0 0 0 27,926,923 

38.6 97.2 423,645,063 0 54,080,000 0 369,565,063 

100.0 96.9 3,161,749,006 0 68,377,000 0 3,093,372,006 
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 ⑵ 総合決算額の推移 

   ３か年度における総合決算額の推移は、表２の⑴に示すとおりである。平成

１９年度を１００.０とした場合、歳入では前年度が９３.１であるのに対し、

当年度は９４.４、歳出では前年度の９２.３に対して当年度９２.８の指数を

示している。 

 

   表２の⑵は、各会計決算額による本年度と前年度との総合比較を示したもの

である。歳入で１２億５,９３５万６千円（１.４％）の増加、歳出で５億１,

０２５万６千円（０.６％）の増加となっている。 

 

 

 

表２の⑵ 

総   括 
 

区  分 

 

会  計 

歳          入 

本  年  度 前  年  度 増    減 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 

一 般 会 計 57,963,160,583 62.2 54,027,146,611 58.8 3,936,013,972 7.3 

特 
 

別 
 

会 
 

計 

国 民 健 康 保 険 

特 別 会 計 
15,348,024,791 16.5 15,382,087,495 16.7 △34,062,704 △ 0.2 

土地区画整理事業 

特 別 会 計 
2,925,675,187 3.1 3,924,524,530 4.3 △998,849,343 △ 25.5 

下 水 道 事 業 

特 別 会 計 
5,296,191,842 5.7 6,198,454,458 6.7 △902,262,616 △ 14.6 

受 託 水 道 事 業 

特 別 会 計 
0 0.0 443,543,912 0.5 △443,543,912 皆減 

老 人 保 健 

特 別 会 計 
34,671,892 0.0 1,005,584,631 1.1 △970,912,739 △ 96.6 

介 護 保 険 

特 別 会 計 
9,109,753,310 9.8 8,641,457,570 9.4 468,295,740 5.4 

後期高齢者医療 

特 別 会 計 
2,485,077,456 2.7 2,280,399,533 2.5 204,677,923 9.0 

合 計 35,199,394,478 37.8 37,876,052,129 41.2 △2,676,657,651 △ 7.1 

総 合 計 93,162,555,061 100.0 91,903,198,740 100.0 1,259,356,321 1.4 
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表２の⑴ 

３か年度における総合決算額推移表 
 

（単位：円） 

区   分 
平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

総 決 算 額 指 数 総 決 算 額 指 数 総 決 算 額 指 数 

歳     入 93,162,555,061 94.4 91,903,198,740 93.1 98,681,841,739 100.0 

歳     出 90,000,806,055 92.8 89,490,549,978 92.3 97,005,997,023 100.0 

差 引 残 額 3,161,749,006 － 2,412,648,762 － 1,675,844,716 － 

 

 

 

 

 分   析   表 
（単位：円：％） 

歳         出 差 引 残 額 

本 年 度 前 年 度 増  減 
本 年 度 前 年 度 増  減 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比率 

55,225,056,640 61.4 52,206,334,358 58.3 3,018,722,282 5.8 2,738,103,943 1,820,812,253 917,291,690 

15,254,009,710 16.9 15,283,749,602 17.1 △29,739,892 △0.2 94,015,081 98,337,893 △4,322,812 

2,764,152,952 3.1 3,862,487,887 4.3 △1,098,334,935 △28.4 161,522,235 62,036,643 99,485,592 

5,287,871,619 5.9 6,164,361,701 6.9 △876,490,082 △14.2 8,320,223 34,092,757 △25,772,534 

0 0.0 443,543,912 0.5 △443,543,912 皆減 0 0 0 

27,792,443 0.0 996,080,920 1.1 △968,288,477 △97.2 6,879,449 9,503,711 △2,624,262 

8,984,772,158 10.0 8,270,717,891 9.2 714,054,267 8.6 124,981,152 370,739,679 △245,758,527 

2,457,150,533 2.7 2,263,273,707 2.5 193,876,826 8.6 27,926,923 17,125,826 10,801,097 

34,775,749,415 38.6 37,284,215,620  41.7 △2,508,466,205 △6.7 423,645,063 591,836,509 △168,191,446 

90,000,806,055 100.0 89,490,549,978  100.0 510,256,077 0.6 3,161,749,006 2,412,648,762 749,100,244 
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 ⑶ 基金の積立及び取崩状況 

   基金の積立及び取崩状況は、表３に示すとおりである。 

   基金の積立額は、３３億２,９１３万４千円に対し、取崩額は３４億４４６万

８千円で、差引き７,５３３万４千円の減少となっている。 

 

 

表３ 

基 金 の 積 立 ・ 取 崩 状 況 表 

（単位：円） 

区    分 
平成２１年度 

積 立 額 

平成２１年度 

取 崩 額 
差   引 

公 共 施 設 建 設 基 金 72,914,460 460,000,000 △387,085,540 

職 員 退 職 手 当 基 金 323,311,430 500,000,000 △176,688,570 

財 政 調 整 基 金 1,256,739,080 1,097,000,000 159,739,080 

環 境 緑 化 基 金 76,532,670 266,954,000 △190,421,330 

平 和 事 業 基 金 0 0 0 

バリアフリー事業推進基金 31,123,074 3,000,000 28,123,074 

土 地 区 画 整 理 事 業 基 金 1,073,827,599 572,878,000 500,949,599 

介 護 給 付 費 準 備 基 金 212,524,208 0 212,524,208 

市 民 体 育 施 設 整 備 基 金 1,756,152 34,740,000 △32,983,848 

学 校 施 設 整 備 基 金 151,042,527 328,664,000 △177,621,473 

減 債 基 金 22,577,554 100,000,000 △77,422,446 

新選組関連資料収集基金 3,405,034 10,000,000 △6,594,966 

ご み 処 理 施 設 整 備 基 金 103,380,592 0 103,380,592 

介護従事者処遇改善臨時特例基金 0 31,232,487 △31,232,487 

福 祉 あ ん し ん 基 金 0 0 0 

合    計 3,329,134,380 3,404,468,487 △75,334,107 
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 ⑷ 市債の借入及び償還状況 

   一般会計・特別会計における市債の借入及び償還状況は、表４に示すとおり

である。借入額は、３６億５,９９０万円、償還額は、元金４７億７,１８３万

７千円、利子１６億７,４６３万３千円、計６４億４,６４７万円で前年度の 

７２億５,４７１万５千円と比べ、８億８２４万５千円（１１.１％）の減少で

ある。 

 

 

 

 

表４ 

市 債 の 借 入 ・ 償 還 実 績 表 

（単位：円） 

区     分 

平成20年度 

末 現 在 高 

（Ａ） 

平成21年度 

借 入 額 

（Ｂ） 

平 成 21年 度 償 還 額 平成21年度末 

現 在 高 

(Ａ)＋(Ｂ)-(Ｃ) 元金（Ｃ） 利 子 計 

一 般 会 計 34,764,770,722 2,970,000,000 2,681,887,750 523,635,035 3,205,522,785 35,052,882,972 

 

総 務 債 625,279,812 0 43,570,783 7,803,431 51,374,214 581,709,029 

民 生 債 720,310,043 39,000,000 87,723,193 13,180,406 100,903,599 671,586,850 

衛 生 債 864,796,454 192,000,000 257,274,654 9,303,219 266,577,873 799,521,800 

土 木 債 7,177,350,269 429,000,000 445,095,736 92,941,005 538,036,741 7,161,254,533 

公 営 住 宅 債 927,890,260 0 98,126,454 36,005,377 134,131,831 829,763,806 

消 防 債 140,036,270 0 7,718,595 2,375,073 10,093,668 132,317,675 

教 育 債 6,906,778,345 510,000,000 407,496,600 128,122,013 535,618,613 7,009,281,745 

減 税 補 て ん 債 6,278,920,294 0 688,249,599 76,564,231 764,813,830 5,590,670,695 

臨時税収補てん債 621,239,792 0 63,436,184 12,632,324 76,068,508 557,803,608 

臨 時 財 政 対 策 債 10,502,169,183 1,800,000,000 583,195,952 144,707,956 727,903,908 11,718,973,231 

特 別 会 計 39,102,085,040 689,900,000 2,089,948,966 1,150,997,889 3,240,946,855 37,702,036,074 

 
土地区画整理事業債 5,103,419,826 0 297,083,708 43,717,862 340,801,570 4,806,336,118 

下 水 道 債 33,998,665,214 689,900,000 1,792,865,258 1,107,280,027 2,900,145,285 32,895,699,956 

総 合 計 73,866,855,762 3,659,900,000 4,771,836,716 1,674,632,924 6,446,469,640 72,754,919,046 
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２ 一般会計 

 ⑴ 歳入歳出決算額の状況 

   当年度の一般会計決算状況は、表５に示すとおりである。 

 
表５ 

一般会計歳入歳出決算額状況表 
（単位：円） 

歳 入 総 額 Ａ ５７，９６３，１６０，５８３ 

歳 出 総 額 Ｂ ５５，２２５，０５６，６４０ 

歳 入 歳 出 差 引 残 額 Ｃ(Ａ－Ｂ) ２，７３８，１０３，９４３ 

翌年度へ繰越すべき財源（繰越明許費繰越額） Ｄ １４，２９７，０００ 

実 質 収 支 額 Ｅ(Ｃ－Ｄ) ２，７２３，８０６，９４３ 

前 年 度 実 質 収 支 額 Ｆ １，７９６，０１２，２５３ 

単 年 度 収 支 額 Ｇ(Ｅ－Ｆ) ９２７，７９４，６９０ 

   一般会計歳入歳出決算額について、３か年度の推移を表６の指数でみると、

平成１９年度を１００.０とした場合、歳入では前年度が９８.２であるのに対

し、当年度は１０５.４、歳出では前年度の９７.１に対し当年度１０２.７の

指数を示している。 

 

表７ 
款 別 歳 入 状 況 

 

区  分 

 

款  別 

平  成  21 

予算現額 （Ａ） 調 定 額 （Ｂ） 収入済額 （Ｃ） 

 1 市 税 28,721,207,000 30,253,858,181 29,005,624,827 

 2 地 方 譲 与 税 346,364,000 346,889,119 346,889,119 

 3 利 子 割 交 付 金 177,677,000 191,727,000 191,727,000 

 4 配 当 割 交 付 金 57,920,000 58,094,000 58,094,000 

 5 株式等譲渡所得割交付金 26,992,000 24,725,000 24,725,000 

 6 地 方 消 費 税 交 付 金 1,812,512,000 1,827,024,000 1,827,024,000 

 7 自 動車 取 得 税 交付 金 178,191,000 178,191,000 178,191,000 

 8 地 方 特 例 交 付 金 343,685,000 343,685,000 343,685,000 

 9 地 方 交 付 税 60,000,000 112,596,000 112,596,000 

10 交通安全対策特別交付金 25,000,000 26,401,000 26,401,000 

11 分 担 金 及 び 負 担 金 548,619,000 590,902,722 564,473,990 

12 使 用 料 及 び 手 数 料 1,319,200,000 1,328,754,787 1,262,342,870 

13 国 庫 支 出 金 8,784,292,000 8,704,277,644 8,704,277,644 

14 都 支 出 金 5,868,614,000 6,545,205,454 6,545,205,454 

15 財 産 収 入 406,892,000 432,827,110 432,812,422 

16 寄 附 金 45,869,000 74,172,000 74,172,000 

17 繰 入 金 2,653,326,000 2,653,323,857 2,653,323,857 

18 繰 越 金 1,820,812,000 1,820,812,253 1,820,812,253 

19 諸 収 入 783,150,000 960,521,625 820,783,147 

20 市 債 3,066,000,000 2,970,000,000 2,970,000,000 

合      計 57,046,322,000 59,443,987,752 57,963,160,583 
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表６ 

一般会計決算額の３か年度推移表 
（単位：円） 

区   分 
平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

決 算 額 指 数 決 算 額 指 数 決 算 額 指 数 

歳     入 57,963,160,583 105.4 54,027,146,611 98.2 54,995,656,491 100.0 

歳     出 55,225,056,640 102.7 52,206,334,358 97.1 53,778,784,136 100.0 

差 引 残 額 2,738,103,943 － 1,820,812,253 － 1,216,872,355 － 

 

 ⑵ 歳入決算状況 

  ① 歳入決算額における前年度との比較 

    款別歳入状況の年度比較は、表７に示すとおりである。 

    歳入決算額は、５７９億６,３１６万１千円で前年度決算額５４０億２, 

７１４万７千円と比べ、３９億３,６０１万４千円（７.３％）の増加となっ

ている。予算額５７０億４,６３２万２千円に対しては、１０１.６％の収入

率で前年度９５.９％と比べ、５.７ポイントの増加を示し、調定額５９４億

４,３９８万８千円に対しては、９７.５％の収入率で前年度９７.３％と比べ、

０.２ポイントの増加を示している。 

 

 
 年 度 比 較 表 

（単位：円：％） 

  年   度 収 入 

済 額 

構成比 

予算現額対比 

  ×100 

調定額対比 

  ×100 

平 成 20年 度 

収入済額 (D) 

対 2 0年 度 比 較 

不納欠損額 収入未済額 
増減額 (E) 

(C) － (D) 

比 率 

   ×100 

139,867,699 1,111,439,647 50.0 101.0 95.9 30,189,917,764 △1,184,292,937 △3.9 

0 0 0.6 100.2 100.0 371,719,000 △24,829,881 △6.7 

0 0 0.3 107.9 100.0 244,942,000 △53,215,000 △21.7 

0 0 0.1 100.3 100.0 71,385,000 △13,291,000 △18.6 

0 0 0.0 91.6 100.0 25,054,000 △329,000 △1.3 

0 0 3.2 100.8 100.0 1,715,569,000 111,455,000 6.5 

0 0 0.3 100.0 100.0 370,907,000 △192,716,000 △52.0 

0 0 0.6 100.0 100.0 379,426,000 △35,741,000 △9.4 

0 0 0.2 187.7 100.0 91,548,000 21,048,000 23.0 

0 0 0.0 105.6 100.0 27,408,000 △1,007,000 △3.7 

2,395,000 24,033,732 1.0 102.9 95.5 631,878,042 △67,404,052 △10.7 

105,000 66,309,417 2.2 95.7 95.0 1,334,008,596 △71,665,726 △5.4 

0 0 15.0 99.1 100.0 4,990,058,063 3,714,219,581 74.4 

0 0 11.3 111.5 100.0 5,739,641,727 805,563,727 14.0 

0 14,688 0.7 106.4 100.0 214,678,147 218,134,275 101.6 

0 0 0.1 161.7 100.0 298,083,000 △223,911,000 △75.1 

0 0 4.6 100.0 100.0 1,962,781,723 690,542,134 35.2 

0 0 3.1 100.0 100.0 1,216,872,355 603,939,898 49.6 

2,630,185 137,111,186 1.4 104.8 85.5 835,369,194 △14,586,047 △1.7 

0 0 5.1 96.9 100.0 3,315,900,000 △345,900,000 △10.4 

144,997,884 1,338,908,670 100.0 101.6 97.5 54,027,146,611 3,936,013,972 7.3 
 

(C) 
(A) 

(C) 
(B) 

(E) 
(D) 
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  ② 財源別歳入決算額の比較 

    財源別における３か年度の比較は、表８に示すとおりである。 

    自主財源の決算額は、３６６億３,４３４万５千円で前年度３６６億８, 

３５８万９千円と比べ、４,９２４万４千円（０.１％）の減少となっている。

歳入合計に対して、６３.２％の構成比率で前年度６７.９％と比べ、４.７ポ

イントの減少を示している。また、平成１９年度を１００.０とした場合、前

年度が９８.７であるのに対し、当年度は９８.５を示している。 

 

 

表８ 

財 源 別 歳 入 
 

区  分 

財 源 別 

決         算 

平 成 2 1 年 度 平 成 2 0 年 度 平 成 1 9 年 度 

自 
 

主 
 

財 
 

源 

市 税 29,005,624,827 30,189,917,764 29,409,090,709 

分 担 金 及 び 負 担 金 564,473,990 631,878,042 544,851,730 

使 用 料 及 び 手 数 料 1,262,342,870 1,334,008,596 1,342,774,021 

財 産 収 入 432,812,422 214,678,147 340,205,706 

寄 附 金 74,172,000 298,083,000 69,804,883 

繰 入 金 2,653,323,857 1,962,781,723 2,831,944,564 

繰 越 金 1,820,812,253 1,216,872,355 1,607,928,111 

諸 収 入 820,783,147 835,369,194 1,038,538,082 

計 36,634,345,366 36,683,588,821 37,185,137,806 

依 
 

存 
 

財 
 

源 
地 方 譲 与 税 346,889,119 371,719,000 378,204,000 

利 子 割 交 付 金 191,727,000 244,942,000 304,914,000 

配 当 割 交 付 金 58,094,000 71,385,000 150,382,000 

株式等譲渡所得割交付金 24,725,000 25,054,000 103,330,000 

地 方 消 費 税 交 付 金 1,827,024,000 1,715,569,000 1,819,857,000 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 178,191,000 370,907,000 396,325,000 

地 方 特 例 交 付 金 343,685,000 379,426,000 193,598,000 

地 方 交 付 税 112,596,000 91,548,000 63,963,000 

交通安全対策特別交付金 26,401,000 27,408,000 32,014,000 

国 庫 支 出 金 8,704,277,644 4,990,058,063 5,662,991,524 

都 支 出 金 6,545,205,454 5,739,641,727 5,418,740,161 

市 債 2,970,000,000 3,315,900,000 3,286,200,000 

計 21,328,815,217 17,343,557,790 17,810,518,685 

歳  入  合  計 57,963,160,583 54,027,146,611 54,995,656,491 
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    一方、依存財源の決算額は、２１３億２,８８１万５千円で前年度１７３億

４,３５５万８千円と比べ、３９億８,５２５万７千円（２３.０％）の増加と

なっている。歳入合計に対して、３６.８％の構成比率で前年度３２.１％と

比べ、４.７ポイントの増加を示している。また、平成１９年度を１００.０

とした場合、前年度が９７.４であるのに対し、当年度は１１９.８を示して

いる。 

 

 

 

 

 決 算 額 比 較 表 
（単位：円：％） 

  額 構  成  比  率 趨  勢  比  率 

対 2 0年 度 増 減 額 平成21年度 平成20年度 平成19年度 平成21年度 平成20年度 平成19年度 

△1,184,292,937 50.0 55.9 53.5 98.6 102.7 100.0 

△67,404,052 1.0 1.2 1.0 103.6 116.0 100.0 

△71,665,726 2.2 2.5 2.4 94.0 99.3 100.0 

218,134,275 0.7 0.4 0.6 127.2 63.1 100.0 

△223,911,000 0.1 0.6 0.1 106.3 427.0 100.0 

690,542,134 4.6 3.6 5.1 93.7 69.3 100.0 

603,939,898 3.1 2.3 2.9 113.2 75.7 100.0 

△14,586,047 1.4 1.5 1.9 79.0 80.4 100.0 

△49,243,455 63.2 67.9 67.6 98.5 98.7 100.0 

△24,829,881 0.6 0.7 0.7 91.7 98.3 100.0 

△53,215,000 0.3 0.5 0.6 62.9 80.3 100.0 

△13,291,000 0.1 0.1 0.3 38.6 47.5 100.0 

△329,000 0.0 0.0 0.2 23.9 24.2 100.0 

111,455,000 3.2 3.2 3.3 100.4 94.3 100.0 

△192,716,000 0.3 0.7 0.7 45.0 93.6 100.0 

△35,741,000 0.6 0.7 0.4 177.5 196.0 100.0 

21,048,000 0.2 0.2 0.1 176.0 143.1 100.0 

△1,007,000 0.0 0.1 0.1 82.5 85.6 100.0 

3,714,219,581 15.0 9.2 10.3 153.7 88.1 100.0 

805,563,727 11.3 10.6 9.9 120.8 105.9 100.0 

△345,900,000 5.1 6.1 6.0 90.4 100.9 100.0 

3,985,257,427 36.8 32.1 32.4 119.8 97.4 100.0 

3,936,013,972 100.0 100.0 100.0 105.4 98.2 100.0 
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  ③ 歳入決算状況の内訳 

   １ 市 税 

     歳入決算額は、２９０億５６２万５千円で前年度決算額３０１億８, 

９９１万８千円と比べ、１１億８,４２９万３千円（３.９％）の減少とな

っている。予算現額２８７億２,１２０万７千円に対しては、１０１.０％

の収入率で前年度１００.９％と比べ、０.１ポイントの増加を示し、調定

額３０２億５,３８５万８千円に対しては、９５.９％の収入率で前年度と

同一である。 

 

     内訳は次のとおりである。 

 

    ・市民税 

     歳入決算額は、１４６億９,０４０万５千円で前年度決算額１６１億４,

８１６万５千円と比べ、１４億５,７７６万円（９.０％）の減少となって

いる。予算現額１４４億２１２万円に対しては、１０２.０％の収入率で

前年度１０１.５％と比べ、０.５ポイントの増加を示し、調定額１５４億

７,１９５万１千円に対しては、９４.９％の収入率で前年度９５.１％と

比べ、０.２ポイントの減少を示している。 

 

    ・固定資産税 

     歳入決算額は、１１３億２,７２９万５千円で前年度決算額１１０億４,

５０４万円と比べ、２億８,２２５万５千円（２.６％）の増加となってい

る。予算現額１１３億１,９１８万５千円に対しては、１００.１％の収入

率で前年度１００.２％と比べ、０.１ポイントの減少を示し、調定額  

１１７億６２万７千円に対しては、９６.８％の収入率で前年度９６.７％

と比べ、０.１ポイントの増加を示している。 

 

    ・軽自動車税 

     歳入決算額は、９,９８６万３千円で前年度決算額９,７２５万４千円と

比べ、２６０万９千円（２.７％）の増加となっている。予算現額９,   

８５８万７千円に対しては、１０１.３％の収入率で前年度９９.６％と比

べ、１.７ポイントの増加を示し、調定額１億８９２万６千円に対しては、

９１.７％の収入率で前年度９１.１％と比べ、０.６ポイントの増加を示

している。 



－16－ 

    ・市たばこ税 

     歳入決算額は、７億２,９５５万３千円で前年度決算額７億６,６２７万

９千円と比べ、３,６７２万６千円（４.８％）の減少となっている。予算

現額７億４,４１４万７千円に対しては、９８.０％の収入率で前年度９８.

４％と比べ、０.４ポイントの減少を示し、調定額７億２,９５５万３千円

に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一である。 

 

    ・入 湯 税 

     歳入決算額は、１２９万８千円で前年度決算額３５３万９千円と比べ、

２２４万１千円（６３.３％）の減少となっている。予算現額１２９万７

千円に対しては、１００.１％の収入率で前年度１０２.０％と比べ、１.

９ポイントの減少を示し、調定額１２９万８千円に対しては、１００.０％

の収入率で前年度と同一である。 

 

    ・都市計画税 

     歳入決算額は、２１億５,７２１万１千円で前年度決算額２１億２, 

９６４万２千円と比べ、２,７５６万９千円（１.３％）の増加となってい

る。予算現額２１億５,５８７万１千円に対しては、１００.１％の収入率

で前年度１００.３％と比べ、０.２ポイントの減少を示し、調定額２２億

４,１５０万３千円に対しては、９６.２％の収入率で前年度と同一である。 
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    項別市税年度比較は、表９の⑴に示すとおりである。 

    現年度・滞納繰越別年度比較は、表９の⑵に示すとおりである。 

    市税不納欠損内訳は、表９の⑶に示すとおりである。 

 

    ・現年度分 

     歳入決算額は、２８７億１,４４３万１千円で前年度決算額２９９億２,

４０３万９千円と比べ、１２億９６０万８千円（４.０％）の減少となっ

ている。予算現額２８４億２,１４７万９千円に対しては、１０１.０％の

収入率で前年度１００.９％と比べ、０.１ポイントの増加を示し、調定額

２９１億３,１９５万８千円に対しては、９８.６％の収入率で前年度と同

一である。 

 
表９の⑴ 

項  別  市  税 
 

区 分 

項 別 

平 成 21 年 度 

調 定 額 (A) 収入済額 (B) 
収 入 済 額 

構 成 比 

収 入 率 

    ×100 

 1 市 民 税 15,471,951,163 14,690,405,214 50.6 94.9 

 2 固 定 資 産 税 11,700,627,383 11,327,294,830 39.1 96.8 

 3 軽 自 動 車 税 108,926,100 99,863,053 0.3 91.7 

 4 市 た ば こ 税 729,552,771 729,552,771 2.5 100.0 

 5 入 湯 税 1,297,800 1,297,800 0.0 100.0 

 6 都 市 計 画 税 2,241,502,964 2,157,211,159 7.4 96.2 

合      計 30,253,858,181 29,005,624,827 100.0 95.9 

 

表９の⑵ 
現 年 度 ・ 滞 納 繰 

 

区 分 

平 成 21 年 度 

予算現額 (A) 調 定 額 (B) 収入済額 (C) 
収入済額 

構 成 比 

対 予 算 

収 入 率 

       ×100 

対 調 定 

収 入 率 

       ×100 

現 年 度 28,421,479,000 29,131,957,735 28,714,430,653 99.0 101.0 98.6 

滞納繰越 299,728,000 1,121,900,446 291,194,174 1.0 97.2 26.0 

合 計 28,721,207,000 30,253,858,181 29,005,624,827 100.0 101.0 95.9 

 

(B) 
(A) 

(C) 
(A) 

(C) 
(B) 
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    ・滞納繰越分 

     歳入決算額は、２億９,１１９万４千円で前年度決算額２億６,５８７万

９千円と比べ、２,５３１万５千円（９.５％）の増加となっている。予算

現額２億９,９７２万８千円に対しては、９７.２％の収入率で前年度  

１０３.０％と比べ、５.８ポイントの減少を示し、調定額１１億２,   

１９０万円に対しては、２６.０％の収入率で前年度２３.５％と比べ、２.

５ポイントの増加を示している。 

 

 

 

 

 
 
 年 度 比 較 表 

（単位：円：％） 

平 成 20 年 度 対 20 年 度 比 較 

調 定 額 (C) 収入済額 (D) 
収 入 済 額 

構 成 比 

収 入 率 

    ×100 

増 減 額 (E) 

(B)－(D) 

増 減 比 率 

    ×100 

16,981,295,033 16,148,164,772 53.5 95.1 △1,457,759,558 △9.0 

11,418,163,855 11,045,039,886 36.6 96.7 282,254,944 2.6 

106,712,200 97,253,900 0.3 91.1 2,609,153 2.7 

766,278,749 766,278,749 2.5 100.0 △36,725,978 △4.8 

3,538,800 3,538,800 0.0 100.0 △2,241,000 △63.3 

2,213,656,852 2,129,641,657 7.1 96.2 27,569,502 1.3 

31,489,645,489 30,189,917,764 100.0 95.9 △1,184,292,937 △3.9 

 

 
 越 別 年 度 比 較 表 

（単位：円：％） 

平 成 20 年 度 対20年度比較 

予算現額 (D) 調 定 額 (E) 収入済額 (F) 
収入済額 

構 成 比 

対予算 

収入率 

     ×100 

対調定 

収入率 

      ×100 

増減額(G) 

(C)－(F) 

増減比率 

    ×100 

29,670,763,000 30,356,567,827 29,924,039,132 99.1 100.9 98.6 △1,209,608,479 △4.0 

258,160,000 1,133,077,662 265,878,632 0.9 103.0 23.5 25,315,542 9.5 

29,928,923,000 31,489,645,489 30,189,917,764 100.0 100.9 95.9 △1,184,292,937 △3.9 

 

(D) 
(C) 

(E) 
(D) 

(G) 
(F) 

(F) 
(D) 

(F) 
(E) 
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    ・市税の不納欠損 

     市税の不納欠損は、５,２２９件、１億３,９８６万８千円で前年度１０,

９２１件、１億８,７５５万６千円と比べ、件数５,６９２件の減少、金額

では４,７６８万８千円の減少となっている。 

 

 

 
表９の⑶ 

市 税 不 納 欠 損 内 訳 表 
（単位：件：円：％） 

区 分 

税 目 

第18条第１項 第15条の７第４項 第15条の７第５項 合   計 構 成 

比 率 件 数 金  額 件 数 金  額 件 数 金  額 件 数 金  額 

個人市民税 39 514,867 119 2,265,993 3,232 69,241,808 3,390 72,022,668 51.5 

法人市民税 78 4,362,000 1 37,500 46 14,958,481 125 19,357,981 13.8 

固定資産税 3 30,782 53 1,469,957 639 36,310,111 695 37,810,850 27.0 

軽自動車税 5 15,600 7 10,200 281 626,700 293 652,500 0.5 

都市計画税 3 6,918 53 330,363 639 8,330,319 695 8,667,600 6.2 

償 却 資 産 0 0 0 0 31 1,356,100 31 1,356,100 1.0 

合 計 128 4,930,167 233 4,114,013 4,868 130,823,519 5,229 139,867,699 100.0 

 

   ・地方税法第１８条第１項 

      法定期限の翌日から起算して、５年間行使（滞納処分）しない場合、

徴収権は時効により消滅する。 

    ・地方税法第１５条の７第４項 

      滞納処分の執行を停止した徴収金を納付する義務は、執行停止が３年

間継続したとき消滅する。 

    ・地方税法第１５条の７第５項 

      滞納処分の執行停止となったもののうち、３年間の停止期間をおくま

でもなく、将来においても徴収不能が明らかな場合、直ちに納税義務を

消滅することができる。 
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   ２ 地方譲与税 

     歳入決算額は、３億４,６８８万９千円で前年度決算額３億７,１７１万

９千円と比べ、２,４８３万円（６.７％）の減少となっている。 

     内訳は次のとおりである。 

    ・地方揮発油譲与税 

     歳入決算額は５,５９９万６千円で、今年度新たに歳入された。 

    ・自動車重量譲与税 

     歳入決算額は、２億５,２４４万６千円で前年度決算額２億８,１３２万

円と比べ、２,８８７万４千円（１０.３％）の減少となっている。 

    ・地方道路譲与税 

     歳入決算額は３,８４４万７千円で前年度決算額９,０３９万９千円と比

べ、５,１９５万２千円（５７.５％）の減少となっている。 

   ３ 利子割交付金 

     歳入決算額は、１億９,１７２万７千円で前年度決算額２億４,４９４万

２千円と比べ、５,３２１万５千円（２１.７％）の減少となっている。 

   ４ 配当割交付金 

     歳入決算額は、５,８０９万４千円で前年度決算額７,１３８万５千円と

比べ、１,３２９万１千円（１８.６％）の減少となっている。 

   ５ 株式等譲渡所得割交付金 

     歳入決算額は、２,４７２万５千円で前年度決算額２,５０５万４千円と

比べ、３２万９千円（１.３％）の減少となっている。 

   ６ 地方消費税交付金 

     歳入決算額は、１８億２,７０２万４千円で前年度決算額１７億１, 

５５６万９千円と比べ、１億１,１４５万５千円（６.５％）の増加となっ

ている。 

   ７ 自動車取得税交付金 

     歳入決算額は、１億７,８１９万１千円で前年度決算額３億７,０９０万

７千円と比べ、１億９,２７１万６千円（５２.０％）の減少となっている。 

   ８ 地方特例交付金 
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     歳入決算額は、３億４,３６８万５千円で前年度決算額３億７,９４２万

６千円と比べ、３,５７４万１千円（９.４％）の減少となっている。 

     内訳は次のとおりである。 

    ・地方特例交付金 

     歳入決算額は、２億１,１１３万２千円で前年度決算額２億３,７９３万

５千円と比べ、２,６８０万３千円（１１.３％）の減少となっている。 

    ・特別交付金 

     歳入決算額は、１億３,２５５万３千円で前年度決算額１億２,８０９万

２千円と比べ、４４６万１千円（３.５％）の増加となっている。 

   ９ 地方交付税 

     歳入決算額は、１億１,２５９万６千円で前年度決算額９,１５４万８千

円と比べ、２,１０４万８千円（２３.０％）の増加となっている。 

   10 交通安全対策特別交付金 

     歳入決算額は、２,６４０万１千円で前年度決算額２,７４０万８千円と

比べ、１００万７千円（３.７％）の減少となっている。 

   11 分担金及び負担金 

     内訳は次のとおりである。 

    ・分担金 

     該当なし 

    ・負担金 

     歳入決算額は、５億６,４４７万４千円で前年度決算額６億３,１８７万

８千円と比べ、６,７４０万４千円（１０.７％）の減少となっている。予

算現額５億４,８６１万９千円に対しては、１０２.９％の収入率で前年度

１００.８％と比べ、２.１ポイントの増加を示し、調定額５億９,０９０

万３千円に対しては、９５.５％の収入率で前年度９５.４％と比べ、０.

１ポイントの増加を示している。 

   12 使用料及び手数料 

     歳入決算額は、１２億６,２３４万３千円で前年度決算額１３億３, 

４００万９千円と比べ、７,１６６万６千円（５.４％）の減少となってい
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る。予算現額１３億１,９２０万円に対しては、９５.７％の収入率で前年

度９８.３％と比べ、２.６ポイントの減少を示し、調定額１３億２,   

８７５万５千円に対しては、９５.０％の収入率で前年度９４.９％と比べ、

０.１ポイントの増加を示している。 

     内訳は次のとおりである。 

    ・使用料 

     歳入決算額は、５億６,４８７万６千円で前年度決算額５億９,７３２万

１千円と比べ、３,２４４万５千円（５.４％）の減少となっている。予算

現額５億６,５１１万８千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度 

９８.９％と比べ、１.１ポイントの増加を示し、調定額６億２,９８８万

６千円に対しては、８９.７％の収入率で前年度８９.６％と比べ、０.１

ポイントの増加を示している。 

    ・手数料 

     歳入決算額は、６億９,７４６万７千円で前年度決算額７億３,６６８万

７千円と比べ、３,９２２万円（５.３％）の減少となっている。予算現額

７億５,４０８万２千円に対しては、９２.５％の収入率で前年度９７.

８％と比べ、５.３ポイントの減少を示し、調定額６億９,８８６万９千円

に対しては、９９.８％の収入率で前年度と同一である。 

   13 国庫支出金 

     歳入決算額は、８７億４２７万８千円で前年度決算額４９億９,００５万

８千円と比べ、３７億１,４２２万円（７４.４％）の増加となっている。

予算現額８７億８,４２９万２千円に対しては、９９.１％の収入率で前年

度６３.３％と比べ、３５.８ポイントの増加を示し、調定額８７億４２７

万８千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一である。 

     内訳は次のとおりである。 

    ・国庫負担金 

     歳入決算額は、４２億５,６６１万２千円で前年度決算額３７億９, 

６０９万７千円と比べ、４億６,０５１万５千円（１２.１％）の増加とな

っている。予算現額４１億８,８５８万３千円に対しては、１０１.６％の
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収入率で前年度９８.１％と比べ、３.５ポイントの増加を示している。 

    ・国庫補助金 

     歳入決算額は、４４億６４万８千円で前年度決算額１１億５,０２８万７

千円と比べ、３２億５,０３６万１千円（２８２.６％）の増加となってい

る。予算現額４５億４,７０２万１千円に対しては、９６.８％の収入率で

前年度２９.０％と比べ、６７.８ポイントの増加を示している。 

    ・委託金 

     歳入決算額は、４,７０１万８千円で前年度決算額４,３６７万４千円と

比べ、３３４万４千円（７.７％）の増加となっている。予算現額４,   

８６８万８千円に対しては、９６.６％の収入率で前年度９５.３％と比べ、

１.３ポイントの増加を示している。 

   14 都支出金 

     歳入決算額は、６５億４,５２０万５千円で前年度決算額５７億３, 

９６４万２千円と比べ、８億５５６万３千円（１４.０％）の増加となっ

ている。予算現額５８億６,８６１万４千円に対しては、１１１.５％の収

入率で前年度１０５.４％と比べ、６.１ポイントの増加を示している。 

     内訳は次のとおりである。 

    ・都負担金 

     歳入決算額は、１９億２,７４４万５千円で前年度決算額１８億８, 

８０２万４千円と比べ、３,９４２万１千円（２.１％）の増加となってい

る。予算現額１８億８,３５９万円に対しては、１０２.３％の収入率で前

年度１０１.０％と比べ、１.３ポイントの増加を示している。 

    ・都補助金 

     歳入決算額は、４０億５,９１３万１千円で前年度決算額３３億４, 

６４９万円と比ベ、７億１,２６４万１千円（２１.３％）の増加となって

いる。予算現額３４億２,１６６万２千円に対しては、１１８.６％の収入

率で前年度１０９.０％と比べ、９.６ポイントの増加を示している。 

    ・委託金 

     歳入決算額は、５億５,８６２万９千円で前年度決算額５億５１２万７千

円と比べ、５,３５０万２千円（１０.６％）の増加となっている。予算現
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額５億６,３３６万２千円に対しては、９９.２％の収入率で前年度９９.

７％と比べ、０.５ポイントの減少を示している。 

   15 財産収入 

     歳入決算額は、４億３,２８１万２千円で前年度決算額２億１,４６７万

８千円と比べ、２億１,８１３万４千円（１０１.６％）の増加となってい

る。予算現額４億６８９万２千円に対しては、１０６.４％の収入率で前

年度１０５.４％と比べ、１.０ポイントの増加を示している。 

     内訳は次のとおりである。 

    ・財産運用収入 

     歳入決算額は、６,２９６万１千円で前年度決算額７,１５７万円と比べ、

８６０万９千円（１２.０％）の減少となっている。予算現額５,７９２万

９千円に対しては、１０８.７％の収入率で前年度１１１.２％と比べ、２.

５ポイントの減少を示している。 

    ・財産売払収入 

     歳入決算額は、３億６,９８５万１千円で前年度決算額１億４,３１０万

９千円と比べ、２億２,６７４万２千円（１５８.４％）の増加となってい

る。予算現額３億４,８９６万３千円に対しては、１０６.０％の収入率で

前年度１０２.８％と比べ、３.２ポイントの増加を示している。 

   16 寄附金 

     歳入決算額は、７,４１７万２千円で前年度決算額２億９,８０８万３千

円と比べ、２億２,３９１万１千円（７５.１％）の減少となっている。予

算現額４,５８６万９千円に対しては、１６１.７％の収入率で前年度  

１０７.１％と比べ、５４.６ポイントの減少を示している。 

   17 繰入金 

     歳入決算額は、２６億５,３３２万４千円で前年度決算額１９億６, 

２７８万２千円と比べ、６億９,０５４万２千円（３５.２％）の増加とな

っている。予算現額２６億５,３３２万６千円に対しては、１００.０％の

収入率で前年度と同一である。 

     内訳は次のとおりである。 
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    ・特別会計繰入金 

     歳入決算額は、５,８６３万円で前年度決算額２,４３２万６千円と比べ、

３,４３０万４千円（１４１.０％）の増加となっている。予算現額５,  

８６３万２千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一である。 

    ・基金繰入金 

     歳入決算額は、２５億９,４６９万４千円で前年度決算額１９億３, 

８４５万６千円と比べ、６億５,６２３万８千円（３３.９％）の増加とな

っている。予算現額２５億９,４６９万４千円に対しては、１００.０％の

収入率で前年度と同一である。 

   18 繰越金 

     歳入決算額は、１８億２,０８１万２千円で前年度決算額１２億１, 

６８７万２千円と比べ、６億３９４万円（４９.６％）の増加となってい

る。予算現額１８億２,０８１万２千円に対しては、１００.０％の収入率

で前年度と同一である。 

   19 諸収入 

     歳入決算額は、８億２,０７８万３千円で前年度決算額８億３,５３６万

９千円と比べ、１,４５８万６千円（１.７％）の減少となっている。予算

現額７億８,３１５万円に対しては、１０４.８％の収入率で前年度１００.

３％と比べ、４.５ポイントの増加を示し、調定額９億６,０５２万２千円

に対しては、８５.５％の収入率で前年度８７.３％と比べ、１.８ポイン

トの減少を示している。 

     内訳は次のとおりである。 

    ・延滞金、加算金及び過料 

     歳入決算額は、３,８３３万８千円で前年度決算額３,９３６万５千円と

比べ、１０２万７千円（２.６％）の減少となっている。予算現額２,   

９００万円に対しては、１３２.２％の収入率で前年度１６４.０％と比べ、

３１.８ポイントの減少を示している。 

    ・市預金利子 

     歳入決算額は、２３万５千円で前年度決算額１６５万６千円と比べ、 

１４２万１千円（８５.８％）の減少となっている。予算現額２３万５千

円に対しては、１００.０％の収入率で前年度１２５.７％と比べ、２５.
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７ポイントの減少を示している。 

    ・貸付金元利収入 

     歳入決算額は、１億２６６万１千円で前年度決算額１億８８０万３千円

と比べ、６１４万２千円（５.６％）の減少となっている。予算現額９,  

６６０万９千円に対しては、１０６.３％の収入率で前年度９５.５％と比

べ、１０.８ポイントの増加を示している。 

    ・受託事業収入 

     歳入決算額は、４６万９千円で前年度決算額４２万７千円と比べ、４万

２千円（９.８％）の増加となっている。予算現額４２万７千円に対して

は、１０９.８％の収入率で前年度１００.０％と比べ、９.８ポイントの

増加を示している。 

    ・収益事業収入 

     歳入決算額は、４,０００万円で前年度決算額２,０００万円と比べ、２

千万円（１００．０％）の増加となっている。予算現額２千円に対しては、

２,０００,０００.０％の収入率で前年度と比べ、１,０００,０００.０ポ

イントの増加を示している。 

    ・雑 入 

     歳入決算額は、６億３,９０８万円で前年度決算額６億６,５１１万８千

円と比べ、２,６０３万８千円（３.９％）の減少となっている。予算現額

６億５,６８７万７千円に対しては、９７.３％の収入率で前年度９６.

０％と比べ、１.３ポイントの増加を示し、調定額７億７,４５５万３千円

に対しては、８２.５％の収入率で前年度８５.０％と比べ、２.５ポイン

トの減少を示している。 

   20 市 債 

     歳入決算額は、２９億７,０００万円で前年度決算額３３億１,５９０万

円と比べ、３億４,５９０万円（１０.４％）の減少となっている。 
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     市債発行状況は、表10に示すとおりである。 

 

表10 

市 債 発 行 額 状 況 表 

（単位：円） 

区    分 
平成21年度 

発 行 額 

平成20年度 

発 行 額 

平成19年度 

発 行 額 

平成21年度末 

現  在  高 

総 務 債 0 0 186,000,000 581,709,029 

民 生 債 39,000,000 243,000,000 93,000,000 671,586,850 

衛 生 債 192,000,000 83,000,000 0 799,521,800 

土 木 債 429,000,000 597,900,000 676,700,000 7,161,254,533 

公 営 住 宅 債 0 0 0 829,763,806 

消 防 債 0 0 0 132,317,675 

教 育 債 510,000,000 1,092,000,000 1,330,500,000 7,009,281,745 

減 税 補 て ん 債 0 0 0 5,590,670,695 

臨 時 税 収 補 て ん 債 0 0 0 557,803,608 

臨 時 財 政 対 策 債 1,800,000,000 1,300,000,000 1,000,000,000 11,718,973,231 

合    計 2,970,000,000 3,315,900,000 3,286,200,000 35,052,882,972 

 

 

表11 

款 別 歳 出 状 況 
 

区 分 

 

款 別 

平  成  21  年  度 

予 算 現 額 決  算  額 執 行 率 
決 算 額 

構 成 比 

 1  議 会 費 389,389,000 386,500,350 99.3 0.7 

 2  総 務 費 8,181,094,000 7,988,681,682 97.6 14.5 

 3  民 生 費 24,167,968,000 23,273,010,108 96.3 42.1 

 4  衛 生 費 5,459,743,000 5,351,434,711 98.0 9.7 

 5  労 働 費 68,482,000 67,870,179 99.1 0.1 

 6  農 業 費 145,735,000 143,487,757 98.5 0.3 

 7  商 工 費 429,603,000 422,072,580 98.2 0.8 

 8  土 木 費 5,107,179,000 4,800,022,873 94.0 8.7 

 9  消 防 費 2,075,266,000 2,044,322,138 98.5 3.7 

10  教 育 費 7,691,701,000 7,427,177,689 96.6 13.4 

11  公 債 費 3,208,528,000 3,205,522,785 99.9 5.8 

12  諸 支 出 金 114,955,000 114,953,788 100.0 0.2 

13  予 備 費 6,679,000 0 0.0 0.0 

合     計 57,046,322,000 55,225,056,640 96.8 100.0 
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 ⑶ 歳出決算状況 

  ① 歳出決算額における前年度との比較 

    款別歳出状況の年度比較は、表11に示すとおりである。 

    歳出決算額は、５５２億２,５０５万７千円で前年度決算額５２２億６３３

万４千円と比べ、３０億１,８７２万３千円（５.８％）の増加となっている。

予算現額５７０億４,６３２万２千円に対しては、９６.８％の執行率で前年

度９２.７％と比べ、４.１ポイントの増加を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 年 度 比 較 表 
（単位：円：％） 

平  成  20  年  度 対 20 年 度 増 減 

予 算 現 額 決 算 額 執 行 率 
決 算 額 

構 成 比 
決 算 額 

決 算 額 

比  率 

400,086,000 397,456,051 99.3 0.8 △10,955,701 △2.8 

7,371,936,000 7,274,921,749 98.7 13.9 713,759,933 9.8 

23,862,507,000 20,204,484,485 84.7 38.7 3,068,525,623 15.2 

5,192,915,000 5,094,865,619 98.1 9.8 256,569,092 5.0 

75,168,000 73,766,958 98.1 0.1 △5,896,779 △8.0 

111,193,000 106,853,498 96.1 0.2 36,634,259 34.3 

433,916,000 403,844,584 93.1 0.8 18,227,996 4.5 

5,198,685,000 5,170,842,070 99.5 9.9 △370,819,197 △7.2 

2,052,278,000 2,046,718,099 99.7 3.9 △2,395,961 △0.1 

8,271,590,000 8,100,887,659 97.9 15.5 △673,709,970 △8.3 

3,184,869,000 3,181,869,822 99.9 6.1 23,652,963 0.7 

149,825,000 149,823,764 100.0 0.3 △34,869,976 △23.3 

13,667,000 0 0.0 0.0 0 0.0 

56,318,635,000 52,206,334,358 92.7 100.0 3,018,722,282 5.8 
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  ② 性質別歳出決算額の比較 

    性質別における前年度との比較は、表12に示すとおりである。 

    消費的経費の決算額は、３９２億２,３２７万６千円で前年度３５９億７,

５６６万４千円と比べ、３２億４,７６１万２千円（９.０％）の増加となっ

ており、歳出決算総額５５２億２,５０５万７千円に対し、７１.０％の構成

比率で前年度６８.９％と比べ、２.１ポイントの増加を示している。 

    投資的経費の決算額は、３３億６,８９５万円で前年度４４億９,１１０万

３千円と比べ、１１億２,２１５万３千円（２５.０％）の減少となっており、

歳出決算総額に対し、６.１％の構成比率で前年度８.６％と比べ、２.５ポイ

ントの減少を示している。 

    公債費の決算額は、３２億５５２万３千円で前年度３１億８,１８７万円と

比べ、２,３６５万３千円（０.７％）の増加となっており、歳出決算総額に

対し、５.８％の構成比率で前年度６.１％と比べ、０.３ポイントの減少を示

している。 

 

 

表12 

性 質 別 歳 出 
 

年  度  別 

経  費  別 

平 成 21 年 度 

決  算  額 構 成 比 

消 費 的 経 費 39,223,275,701 71.0 

内 
 

訳 

人 件 費 10,839,956,232 19.6 

物 件 費 8,861,419,254 16.0 

維 持 補 修 費 294,208,764 0.5 

扶 助 費 10,289,930,757 18.6 

補 助 費 等 8,937,760,694 16.2 

投 資 的 経 費 3,368,949,654 6.1 

内 

訳 

普 通 建 設 事 業 費 3,365,484,654 6.1 

災 害 復 旧 事 業 費 3,465,000 0.0 

公 債 費 3,205,522,785 5.8 

繰 出 金 6,570,824,846 11.9 

そ の 他 2,856,483,654 5.2 

歳    出    合    計 55,225,056,640 100.0 
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    繰出金の決算額は、６５億７,０８２万５千円で前年度６３億２０２万９千

円と比べ、２億６,８７９万６千円（４.３％）の増加となっており、歳出決

算総額に対し、１１.９％の構成比率で前年度１２.１％と比べ、０.２ポイン

トの減少を示している。 

    その他の決算額は、２８億５,６４８万４千円で前年度２２億５,５６６万

８千円と比べ、６億８１万６千円（２６.６％）の増加となっており、歳出決

算総額に対し５.２％の構成比率で前年度４.３％と比べ、０.９ポイントの増

加を示している。 

    その他＝積立金、投資及び出資金・貸付金 

 

    なお、当年度の義務的経費（人件費、扶助費、公債費の合計）は２４３億

３,５４１万円で前年度２３４億８,８１５万８千円と比べ、８億４,７２５万

２千円（３.６％）の増加となっており、歳出決算総額に対し、４４.１％の

構成比率で前年度４５.０％と比べ、０.９ポイントの減少を示している。 

 

 

 

 

 決 算 額 比 較 表 
（単位：円：％） 

平 成 20 年 度 対 20 年 度 増 減 

決  算  額 構 成 比 金     額 比  率 

35,975,664,180 68.9 3,247,611,521 9.0 

10,670,607,831 20.4 169,348,401 1.6 

9,074,152,532 17.4 △212,733,278 △2.3 

305,136,919 0.6 △10,928,155 △3.6 

9,635,680,804 18.5 654,249,953 6.8 

6,290,086,094 12.0 2,647,674,600 42.1 

4,491,103,486 8.6 △1,122,153,832 △25.0 

4,480,668,454 8.6 △1,115,183,800 △24.9 

10,435,032 0.0 △6,970,032 △66.8 

3,181,869,822 6.1 23,652,963 0.7 

6,302,028,713 12.1 268,796,133 4.3 

2,255,668,157 4.3 600,815,497 26.6 

52,206,334,358 100.0 3,018,722,282 5.8 
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  ③ 歳出決算状況の内訳 

 

   １ 議 会 費 

     歳出決算額は、３億８,６５０万円で前年度決算額３億９,７４５万６千

円と比べ、１,０９５万６千円（２.８％）の減少となっている。予算現額

３億８,９３８万９千円に対しては、９９.３％の執行率で前年度と同一で

ある。 

 

   ２ 総 務 費 

     歳出決算額は、７９億８,８６８万２千円で前年度決算額７２億７, 

４９２万２千円と比べ、７億１,３７６万円（９.８％）の増加となってい

る。予算現額８１億８,１０９万４千円に対しては、９７.６％の執行率で

前年度９８.７％と比べ、１.１ポイントの減少を示している。 

 

     内訳は次のとおりである。 

 

    ・総務管理費 

     歳出決算額は、６６億９,７３９万３千円で前年度決算額６１億５６８万

５千円と比べ、５億９,１７０万８千円（９.７％）の増加となっている。

予算現額６８億４,８３７万７千円に対しては、９７.８％の執行率で前年

度９８.９％と比べ、１.１ポイントの減少を示している。 

 

    ・徴 税 費 

     歳出決算額は、６億４,０２３万８千円で前年度決算額６億７,９０２万

９千円と比べ、３,８７９万１千円（５.７％）の減少となっている。予算

現額６億５,５５７万３千円に対しては、９７.７％の執行率で前年度９７.

４％と比べ、０.３ポイントの増加を示している。 

 

    ・戸籍住民基本台帳費 

     歳出決算額は、３億６,１８０万８千円で前年度決算額３億７,３８０万

８千円と比べ、１,２００万円（３.２％）の減少となっている。予算現額

３億６,５５０万５千円に対しては、９９.０％の執行率で前年度９９.

１％と比べ、、０.１ポイントの減少を示している。 
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    ・選 挙 費 

     歳出決算額は、２億３,７３４万３千円で前年度決算額５,５９５万３千

円と比べ、１億８,１３９万円（３２４.２％）の増加となっている。予算

現額２億５,７１６万８千円に対しては、９２.３％の執行率で前年度９３.

５％と比べ、１.２ポイントの減少を示している。 

 

    ・統計調査費 

     歳出決算額は、２,６５２万１千円で前年度決算額２,３０６万２千円と

比べ、３４５万９千円（１５.０％）の増加となっている。予算現額２,  

７８３万２千円に対しては、９５.３％の執行率で前年度９７.９％と比べ、

２.６ポイントの減少を示している。 

 

    ・監査委員費 

     歳出決算額は、２,５３７万８千円で前年度決算額３,７３８万５千円と

比べ、１,２００万７千円（３２.１％）の減少となっている。予算現額２,

６６３万９千円に対しては、９５.３％の執行率で前年度９９.２％と比べ、

３.９ポイントの減少を示している。 
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   ３ 民 生 費 

     歳出決算額は、２３２億７,３０１万円で前年度決算額２０２億４４８万

４千円と比べ、３０億６,８５２万６千円（１５.２％）の増加となってい

る。予算現額２４１億６,７９６万８千円に対しては、９６.３％の執行率

で前年度８４.７％と比べ、１１.６ポイントの増加を示している。 

 

     内訳は次のとおりである。 

 

    ・社会福祉費 

     歳出決算額は、１１６億５,８２８万５千円で前年度決算額８９億４, 

０４０万６千円と比べ、２７億１,７８７万９千円（３０.４％）の増加と

なっている。予算現額１２３億４,９１０万１千円に対しては、９４.４％

の執行率で前年度７２.６％と比べ、２１.８ポイントの増加を示している。 

 

    ・児童福祉費 

     歳出決算額は、８５億５,９０１万２千円で前年度決算額８５億３, 

０７７万８千円と比べ、２,８２３万４千円（０.３％）の増加となってい

る。予算現額８７億３,３６１万９千円に対しては、９８.０％の執行率で

前年度９７.６％と比べ、０.４ポイントの増加を示している。 

 

    ・生活保護費 

     歳出決算額は、３０億５,５７１万４千円で前年度決算額２７億３, 

３３０万円と比べ、３億２,２４１万４千円（１１.８％）の増加となって

いる。予算現額３０億８,５２４万７千円に対しては、９９.０％の執行率

で前年度９７.３％と比べ、１.７ポイントの増加を示している。 

 

   ４ 衛 生 費 

     歳出決算額は、５３億５,１４３万５千円で前年度決算額５０億９, 

４８６万６千円と比べ、２億５,６５６万９千円（５.０％）の増加となっ

ている。予算現額５４億５,９７４万３千円に対しては、９８.０％の執行

率で前年度９８.１％と比べ、０.１ポイントの減少を示している。 

 

     内訳は次のとおりである。 
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    ・保健衛生費 

     歳出決算額は、１２億１８０万２千円で前年度決算額１１億７,１４１万

６千円と比べ、３,０３８万６千円（２.６％）の増加となっている。予算

現額１２億８,６６９万１千円に対しては、９３.４％の執行率で前年度 

９５.２％と比べ、１.８ポイントの減少を示している。 

 

    ・清 掃 費 

     歳出決算額は、２７億２,９３６万８千円で前年度決算額２８億４, 

１４６万円と比べ、１億１,２０９万２千円（３.９％）の減少となってい

る。予算現額２７億５,２７８万８千円に対しては、９９.１％の執行率で

前年度９８.７％と比べ、０.４ポイントの増加を示している。 

 

    ・病 院 費 

     歳出決算額は、１４億２,０２６万４千円で前年度決算額１０億８, 

１９９万円と比べ、３億３,８２７万４千円（３１.３％）の増加となって

いる。予算現額１４億２,０２６万４千円に対しては、１００.０％の執行

率で前年度と同一である。 

 

   ５ 労 働 費 

     歳出決算額は、６,７８７万円で前年度決算額７,３７６万７千円と比べ、

５８９万７千円（８.０％）の減少となっている。予算現額６,８４８万２

千円に対しては、９９.１％の執行率で前年度９８.１％と比べ、１.０ポ

イントの増加を示している。 

 

   ６ 農 業 費 

     歳出決算額は、１億４,３４８万８千円で前年度決算額１億６８５万３千

円と比べ、３,６６３万５千円（３４.３％）の増加となっている。予算現

額１億４,５７３万５千円に対しては、９８.５％の執行率で前年度９６.

１％と比べ、２.４ポイントの増加を示している。 

 

   ７ 商 工 費 

     歳出決算額は、４億２,２０７万３千円で前年度決算額４億３８４万５千

円と比べ、１,８２２万８千円（４.５％）の増加となっている。予算現額

４億２,９６０万３千円に対しては、９８.２％の執行率で前年度９３.
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１％と比べ、５.１ポイントの増加を示している。 

 

   ８ 土 木 費 

     歳出決算額は、４８億２万３千円で前年度決算額５１億７,０８４万２千

円と比べ、３億７,０８１万９千円（７.２％）の減少となっている。予算

現額５１億７１７万９千円に対しては、９４.０％の執行率で前年度９９.

５％と比べ、５.５ポイントの減少を示している。 

 

     内訳は次のとおりである。 

 

    ・土木管理費 

     歳出決算額は、２億６,４９９万５千円で前年度決算額２億６,０６０万

５千円と比べ、４３９万円（１.７％）の増加となっている。予算現額２

億６,９８３万８千円に対しては、９８.２％の執行率で前年度９７.９％

と比べ、０.３ポイントの増加を示している。 

 

    ・道路橋梁費 

     歳出決算額は、７億９４６万１千円で前年度決算額４億６,１８８万３千

円と比べ、２億４,７５７万８千円（５３.６％）の増加となっている。予

算現額７億９,５３２万３千円に対しては、８９.２％の執行率で前年度 

９９.１％と比べ、９.９ポイントの減少を示している。 

 

    ・河 川 費 

     歳出決算額は、１億３,２６８万６千円で前年度決算額２億２,０１０万

４千円と比べ、８,７４１万８千円（３９.７％）の減少となっている。予

算現額１億３,５６４万４千円に対しては、９７.８％の執行率で前年度 

９７.３％と比べ、０.５ポイントの増加を示している。 

 

    ・都市計画費 

     歳出決算額は、３５億９,０６４万６千円で前年度決算額４１億１, 

５７７万７千円と比べ、５億２,５１３万１千円（１２.８％）の減少とな

っている。予算現額３８億３４９万８千円に対しては、９４.４％の執行

率で前年度９９.８％と比べ、５.４ポイントの減少を示している。 
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    ・住 宅 費 

     歳出決算額は、１億２２３万５千円で前年度決算額１億１,２４７万３千

円と比べ、１,０２３万８千円（９.１％）の減少となっている。予算現額

１億２８７万６千円に対しては９９.４％の執行率で前年度９７.７％と

比べ、１.７ポイントの増加を示している。 

 

   ９ 消 防 費 

     歳出決算額は、２０億４,４３２万２千円で前年度決算額２０億４, 

６７１万８千円と比べ、２３９万６千円（０.１％）の減少となっている。

予算現額２０億７,５２６万６千円に対しては、９８.５％の執行率で前年

度９９.７％と比べ、１.２ポイントの減少を示している。 

 

   10 教 育 費 

     歳出決算額は、７４億２,７１７万８千円で前年度決算額８１億８８万８

千円と比べ、６億７,３７１万円（８.３％）の減少となっている。予算現

額７６億９,１７０万１千円に対しては、９６.６％の執行率で前年度９７.

９％と比べ、１.３ポイントの減少を示している。 

 

     内訳は次のとおりである。 

 

    ・教育総務費 

     歳出決算額は、１３億９,１６６万円で前年度決算額１３億５８２万９千

円と比べ、８,５８３万１千円（６.６％）の増加となっている。予算現額

１４億４,６７６万８千円に対しては、９６.２％の執行率で前年度９６.

６％と比べ、０.４ポイントの減少を示している。 

 

    ・小学校費 

     歳出決算額は、２０億６,３３２万９千円で前年度決算額２８億７, 

８４７万４千円と比べ、８億１,５１４万５千円（２８.３％）の減少とな

っている。予算現額２１億４,８４８万４千円に対しては、９６.０％の執

行率で前年度９７.６％と比べ、１.６ポイントの減少を示している。 

 

    ・中学校費 

     歳出決算額は、１８億４,８９２万６千円で前年度決算額２０億４, 
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２５１万４千円と比べ、１億９,３５８万８千円（９.５％）の減少となっ

ている。予算現額１９億２,０３８万４千円に対しては、９６.３％の執行

率で前年度９８.８％と比べ、２.５ポイントの減少を示している。 

 

    ・幼稚園費 

     歳出決算額は、５億２,９６８万８千円で前年度決算額５億２,４５５万

７千円と比べ、５１３万１千円（１.０％）の増加となっている。予算現

額５億３,９０４万９千円に対しては、９８.３％の執行率で前年度９８.

４％と比べ、０.１ポイントの減少を示している。 

 

    ・社会教育費 

     歳出決算額は、１０億６,５６３万３千円で前年度決算額１１億２, 

３７０万３千円と比べ、５,８０７万円（５.２％）の減少となっている。

予算現額１０億７,６８０万９千円に対しては、９９.０％の執行率で前年

度９８.８％と比べ０.２ポイントの増加を示している。 

 

    ・体 育 費 

     歳出決算額は、５億２,７９４万２千円で前年度決算額２億２,５８１万

１千円と比べ、３億２１３万１千円（１３３.８％）の増加となっている。

予算現額５億６,０２０万７千円に対しては、９４.２％の執行率で前年度

９７.３％と比べ、３.１ポイントの減少を示している。 

 

   11 公 債 費 

     歳出決算額は、３２億５５２万３千円で前年度決算額３１億８,１８７万

円と比べ、２,３６５万３千円（０.７％）の増加となっている。予算現額

３２億８５２万８千円に対しては、９９.９％の執行率で前年度と同一で

ある。 

 

   12 諸支出金 

     歳出決算額は、１億１,４９５万４千円で前年度決算額１億４,９８２万

４千円と比べ、３,４８７万円（２３.３％）の減少となっている。予算現

額１億１,４９５万５千円に対しては、１００.０％の執行率で前年度と同

一である。 
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     内訳は次のとおりである。 

 

    ・普通財産取得費 

     歳出決算額は、０円で前年度と同一である。 

 

    ・公営企業費 

     歳出決算額は、１億１,４９５万４千円で前年度決算額１億４,９８２万

４千円と比べ、３,４８７万円（２３.３％）の減少となっている。予算現

額１億１,４９５万４千円に対しては、１００.０％の執行率で前年度と同

一である。 

 

   13 予備費 

     予備費については、当初予算額３億円、補正予算において２億７千万円

減額し、１５件、２,３３２万１千円を充当した。 

     充当状況は表13に示すとおりである。 

 

 

表13 

予 備 費 充 当 状 況 表 

〈款 別〉 

（単位：円：件） 

款 節 充 当 額 件 数 

 2 総 務 費  8 報償費 2,894,000 2 

 3 民 生 費 
 8 報償費 462,000 1 

22 補償、補填及び賠償金 359,000 1 

 4 衛 生 費 11 需用費 6,093,000 3 

 8 土 木 費 

 8 報償費 2,378,000 2 

11 需用費 3,503,000 1 

22 補償、補填及び賠償金 1,059,000 3 

10 教 育 費 11 需用費 6,573,000 2 

合       計 23,321,000 15 
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 ⑷ 予算の流用状況 

   当年度予算の流用は、１２２件、６,０９７万円で前年度予算の流用１４９件、

８,１１３万円と比較すると、件数では２７件減少し、金額では２,０１６万円

の減少となっている。 

   流用状況は表14に示すとおりである。 

 

表14 

予 算 の 流 用 状 況 表 
流用元                                 （単位：円：件） 

節   別 金  額 件数 節   別 金  額 件数 

 1 報 酬 6,354,000 6 12 役 務 費 1,084,000 5 

 2 給 料   13 委 託 料 12,629,000 29 

 3 職 員 手 当 等 1,668,000 1 14 使用料及び賃借料 139,000 5 

 4 共 済 費   15 工 事 請 負 費 5,845,000 8 

 5 災 害 補 償 費   16 原 材 料 費 224,000 3 

 7 賃 金 1,108,000 8 18 備 品 購 入 費 474,000 2 

 8 報 償 費 1,554,000 6 19 負担金、補助金 
  及 び 交 付 金 49,000 1 

 9 旅 費 70,000 1 20 扶 助 費 573,000 4 

10 交 際 費      

11 需 用 費 29,199,000 43 合   計 60,970,000 122 

 

流用先                                 （単位：円：件） 

節   別 金  額 件数 節   別 金  額 件数 

 1 報 酬 112,000 2 13 委 託 料 16,226,000 20 

 2 給 料   14 使用料及び賃借料 365,000 8 

 3 職 員 手 当 等   15 工 事 請 負 費 9,749,000 3 

 4 共 済 費 272,000 2 16 原 材 料 費 140,000 1 

 5 災 害 補 償 費   18 備 品 購 入 費 572,000 6 

 7 賃 金 7,937,000 6 19 負 担 金 、 補 助 
  及 び 交 付 金 2,647,000 6 

 8 報 償 費 617,000 9 20 扶 助 費 415,000 2 

 9 旅 費 228,000 12 22 補 償 、 補 填 
  及 び 賠 償 金 1,185,000 7 

10 交 際 費   23 償 還 金 、 利 子 
  及 び 割 引 料   

11 需 用 費 15,848,000 22 27 公 課 費   

12 役 務 費 4,657,000 16 合   計 60,970,000 122 

 以上、本会計については予算の目的に沿って、概ね適正に執行されているものと

認められた。 
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３ 国民健康保険特別会計 

 

 ⑴ 歳入決算状況 

   款別歳入状況の年度比較は、表15の⑴に示すとおりである。 

   歳入決算額は、１５３億４,８０２万５千円で前年度決算額１５３億８, 

２０８万７千円と比べ、３,４０６万２千円（０.２％）の減少となっている。

予算現額１５６億１,７１５万１千円に対しては、９８.３％の収入率で前年度

９８.４％と比べ、０.１ポイントの減少を示し、調定額１６４億２２１万円に

対しては、９３.６％の収入率で前年度９３.０％と比べ、０.６ポイントの増

加を示している。 

   内訳は次のとおりである。 

  １ 国民健康保険税 

    歳入決算額は、３２億５,８３４万６千円で前年度決算額３２億４, 

８４４万９千円と比べ、９８９万７千円（０.３％）の増加となっている。予

算現額３２億１,０３４万４千円に対しては、１０１.５％の収入率で前年度

１０２.７％と比べ、１.２ポイントの減少を示し、調定額４３億１,２５３万

４千円に対しては、７５.６％の収入率で前年度７３.６％と比べ、２.０ポイ

ントの増加を示している。 

 

  ２ 国庫支出金 

    歳入決算額は、３０億７,５９３万７千円で前年度決算額２９億５,８８２

万４千円と比べ、１億１,７１１万３千円（４.０％）の増加となっている。

予算現額２９億９,２６１万４千円に対しては、１０２.８％の収入率で前年

度１００.０％と比べ、２.８ポイントの増加を示している。 

 

  ３ 療養給付費等交付金 

    歳入決算額は、７億３,９０５万９千円で前年度決算額１２億８,２３６万

６千円と比べ、５億４,３３０万７千円（４２.４％）の減少となっている。

予算現額８億６,３６５万４千円に対しては、８５.６％の収入率で前年度 

１００.０％と比べ、１４.４ポイントの減少を示している。 

 

  ４ 前期高齢者交付金 

    歳入決算額は、４２億７,６９７万円で前年度決算額３７億４,９２１万８
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千円と比べ、５億２,７７５万２千円（１４.１％）の増加となっている。予

算現額４２億７,６９７万円に対しては、１００％の収入率で前年度と同一で

ある。 

 

  ５ 都支出金 

    歳入決算額は、７億２,０７８万６千円で前年度決算額７億３,０４２万６

千円と比べ、９,６４０万円（１.３％）の減少となっている。予算現額６億

４,７４１万３千円に対しては、１１１.３％の収入率で前年度１００.０％と

比べ１１.３ポイントの増加を示している。 

 

  ６ 共同事業交付金 

    歳入決算額は、１４億９,３４０万９千円で前年度決算額１８億１,２７５

万８千円と比べ、３億１,９３４万９千円（１７.６％）の減少となっている。

予算現額１４億４,８２４万８千円に対しては、１０３.１％の収入率で前年

度１００.０％と比べ、３.１ポイントの増加を示している。 

 

  ７ 繰入金 

    歳入決算額は、１６億３,９２２万６千円で前年度決算額１４億６,６２７

万１千円と比べ、１億７,２９５万５千円（１１.８％）の増加となっている。

予算現額２０億４,６９３万４千円に対しては、８０.１％の収入率で前年度

８０.２％と比べ、０.１ポイントの減少を示している。 

 

  ８ 繰越金 

    歳入決算額は、９,８３３万８千円で前年度決算額９,８７２万９千円と比

べ、３９万１千円（０.４％）の減少となっている。予算現額９,８３３万８

千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一である。 

 

  ９ 諸収入 

    歳入決算額は、４,５９５万４千円で前年度決算額３,５０４万６千円と比

べ、１,０９０万８千円（３１.１％）の増加となっている。予算現額３,   

２６３万６千円に対しては、１４０.８％の収入率で前年度２２１.７％と比

べ、８０.９ポイントの減少を示している。 
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表15の⑴ 

歳 入 決 算 額 比 較 表 
（単位：円：％） 

区 分 

款 別 

平成２１年度 平成２０年度 対２０年度増減 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 

 1 国民健康保険税 3,258,346,367 21.2 3,248,449,006 21.1 9,897,361 0.3 

 2 国 庫 支 出 金 3,075,936,617 20.0 2,958,824,250 19.2 117,112,367 4.0 

 3 療養給付費等交付金 739,059,000 4.8 1,282,366,226 8.3 △543,307,226 △42.4 

 4 前期高齢者交付金 4,276,970,182 27.9 3,749,217,905 24.4 527,752,277 14.1 

 5 都 支 出 金 720,785,608 4.7 730,426,172 4.7 △9,640,564 △1.3 

 6 共同事業交付金 1,493,409,107 9.7 1,812,758,115 11.8 △319,349,008 △17.6 

 7 繰 入 金 1,639,226,409 10.7 1,466,270,615 9.5 172,955,794 11.8 

 8 繰 越 金 98,337,893 0.6 98,728,857 0.6 △390,964 △0.4 

 9 諸 収 入 45,953,608 0.3 35,046,349 0.2 10,907,259 31.1 

合    計 15,348,024,791 100.0 15,382,087,495 100.0 △34,062,704 △0.2 

 

 

   収納状況は、表15の⑵に示すとおりである。 

 

   ・現年度分 

     歳入決算額は、３０億６,５５０万４千円で前年度決算額３０億７, 

３７８万４千円と比べ、８２８万円（０.３％）の減少となっている。予

算現額３０億２,８１９万９千円に対しては、１０１.２％の収入率で前年

度１０３.４％と比べ、２.２ポイントの減少を示し、徴収率は９１.２％

で前年度９０.９％と比べ、０.３ポイントの増加を示している。 

 

   ・滞納繰越分 

     歳入決算額は、１億９,２８４万３千円で前年度決算額１億７,４６６万

５千円と比べ、１,８１７万８千円（１０.４％）の増加となっている。予

算現額１億８,２１４万５千円に対しては、１０５.９％の収入率で前年度

９２.２％と比べ、１３.７ポイントの増加を示し、徴収率は２０.２％で

前年度１６.８％と比べ、３.４ポイントの増加を示している。 
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表15の⑵ 

年度別国民健康保険税収納状況表 
（単位：円：％） 

区    分 平 成 21年 度 平 成 20年 度 平 成 19年 度 

予
算
現
額 

現 年 度 分 3,028,199,000  2,972,865,000  4,112,785,000  

滞 納 繰 越 分 182,145,000  189,517,000  178,345,000  

計 3,210,344,000  3,162,382,000  4,291,130,000  

調 

定 

額 

現 年 度 分 3,358,032,100  3,377,850,000  4,232,895,200  

滞 納 繰 越 分 954,501,550  1,036,063,702  1,147,117,822  

計 4,312,533,650  4,413,913,702  5,380,013,022  

収
入
済
額 

現 年 度 分 3,065,503,718  3,073,784,482  3,925,845,059  

滞 納 繰 越 分 192,842,649  174,664,524  190,327,196  

計 3,258,346,367  3,248,449,006  4,116,172,255  

収
入
未
済
額 

現 年 度 分 295,594,182  305,868,762  309,896,341  

滞 納 繰 越 分 635,556,943  673,676,727  749,197,761  

計 931,151,125  979,545,489  1,059,094,102  

還
付
未
済
額 

現 年 度 分 4,152,900  3,989,144  4,483,100  

滞 納 繰 越 分 134,000  154,600  336,953  

計 4,286,900  4,143,744  4,820,053  

徴 

収 
率 

現 年 度 分 91.2  90.9  92.6  

滞 納 繰 越 分 20.2  16.8  16.6  

計 75.5  73.5  76.4  

 

   ・不納欠損の状況 

   不納欠損内訳は、表15の⑶に示すとおりである。 

     不納欠損は、１２,８３０件、１億２,７３２万３千円で前年度１５, 

５２６件、１億９,００６万３千円と比べ、件数２,６９６件、金額６,  

２７４万円の減少となっている。 

表15の⑶ 
国民健康保険税不納欠損内訳表 

（単位：件：円） 

区 分 

税 目 

第18条第１項 第15条の７第４項 第15条の７第５項 合   計 

件 数 金  額 件 数 金  額 件 数 金  額 件 数 金  額 

国民健康 

保 険 税 
256  1,864,100  727  8,864,438  11,847  116,594,520  12,830  127,323,058  

※ 区分条項については 頁参照 
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   繰入金の年度別状況は、表15の⑷に示すとおりである。 

 

表15の⑷ 

一般会計からの年度別繰入金比較表 
（単位：円） 

平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

決  算  額 指数 決  算  額 指数 決  算  額 指数 

1,639,226,409  88.1  1,466,270,615  78.8  1,860,982,919  100.0  

 

 

 ⑵ 歳出決算状況 

   款別歳出状況の年度比較は、表16の⑴に示すとおりである。 

   歳出決算額は、１５２億５,４０１万円で前年度決算額１５２億８,３７５万

円と比べ、２,９７４万円（０.２％）の減少となっている。予算現額１５６億

１,７１５万１千円に対しては、９７.７％の執行率で前年度と同一である。 

 

   内訳は次のとおりである。 

 

  １ 総務費 

    歳出決算額は、９,９３３万３千円で前年度決算額７,４５１万３千円と比

べ、２,４８２万円（３３.３％）の増加となっている。予算現額１億９２８

万１千円に対しては、９０.９％の執行率で前年度８４.３％と比べ、６.６ポ

イントの増加を示している。 

 

  ２ 保険給付費 

    歳出決算額は、１０５億８,６２２万３千円で前年度決算額１０２億６, 

０４５万２千円と比べ、３億２,５７７万１千円（３.２％）の増加となって

いる。予算現額１０８億３,６９４万６千円に対しては、９７.７％の執行率

で前年度９７.０％と比べ、０.７ポイントの増加を示している。 

 

  ３ 後期高齢者支援金等 

    歳出決算額は、１９億９,３９４万８千円で前年度決算額１８億５８４万２

千円と比べ、１億８,８１０万６千円（１０.４％）の増加となっている。予

算減額１９億９,３９６万３千円に対しては、１００％の執行率で前年度と同

一である。 
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  ４ 前期高齢者納付金等 

    歳出決算額は、５６７万円で前年度決算額２４３万２千円と比べ、３２３

万８千円（１３３.１％）の増加となっている。予算現額６６５万１千円に対

しては、８５.３％の執行率で前年度９８.５％と比べ、１３.２ポイントの減

少を示している。 

 

  ５ 老人保健拠出金 

    歳出決算額は、８,５３７万円で前年度決算額３億８,６５６万７千円と比

べ、３億１１９万７千円（７７.９％）の減少となっている。予算現額８,   

７１５万円に対しては、９８.０％の執行率で前年度１００.０％と比べ、２.

０ポイントの減少を示している。 

 

  ６ 介護納付金 

    歳出決算額は、７億１,４９１万６千円で前年度決算額７億３,７１４万５千円

と比べ、２,２２２万９千円（３.０％）の減少となっている。予算現額７億

１,８００万円に対しては、９９.６％の執行率で前年度９９.７％と比べ、０.

１ポイントの減少を示している。 

 

  ７ 共同事業拠出金 

    歳出決算額は、１５億５,４６９万５千円で前年度決算額１８億３,１０６

万７千円と比べ、２億７,６３７万２千円（１５.１％）の減少となっている。

予算現額１６億７２０万９千円に対しては、９６.７％の執行率で前年度９９.

７％と比べ、３.０ポイントの減少を示している。 

 

  ８ 保健事業費 

    歳出決算額は、１億５,８４１万３千円で前年度決算額１億５,９１１万８

千円と比べ、７０万５千円（０.４％）の減少となっている。予算現額１億９,

８５１万９千円に対しては、７９.８％の執行率で前年度９５.０％と比べ、

１５.２ポイントの減少を示している。 

 

  ９ 諸支出金 

    歳出決算額は、５,５４４万１千円で前年度決算額２,６６１万５千円と比

べ、２,８８２万６千円（１０８.３％）の増加となっている。予算現額５,

６４３万２千円に対しては、９８.２％の執行率で前年度７６.０％と比べ、

２２.２ポイントの増加を示している。 
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表16の⑴ 

歳 出 決 算 額 比 較 表 
（単位：円：％） 

区 分 

款 別 

平 成 21年 度 平 成 20年 度 対 20年度増減 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 

 1  総 務 費 99,333,210  0.7  74,512,746  0.5  24,820,464 33.3 

 2  保 険 給 付 費 10,586,223,209  69.4  10,260,451,879  67.1  325,771,330 3.2 

 3  後期高齢者支援金等 1,993,948,273  13.1  1,805,841,548  11.8  188,106,725 10.4 

 4  前期高齢者納付金等 5,669,580  0.0  2,431,572  0.0  3,238,008 133.2 

 5  老人保健拠出金 85,370,250  0.6  386,567,127  2.5  △301,196,877 △77.9 

 6  介 護 納 付 金 714,916,363  4.7  737,144,876  4.8  △22,228,513 △3.0 

 7  共同事業拠出金 1,554,694,610  10.2  1,831,066,916  12.0  △276,372,306 △15.1 

 8  保 健 事 業 費 158,413,107  1.0  159,117,686  1.0  △704,579 △0.4 

 9  諸 支 出 金 55,441,108  0.4  26,615,252  0.2  28,825,856 108.3 

合          計 15,254,009,710  100.0  15,283,749,602  100.0  △29,739,892 △0.2 

 

  療養諸費等の比較は、表16の⑵に示すとおりである。 

表16の⑵ 

療 養 諸 費 等 比 較 表 

区    分 単位 平成21年度 平成20年度 
対 20年度増減 

増  減 比 率 

世 帯 数（年間平均） 世帯 27,892  28,081  △189 △0.7 

被保険者数（年間平均） 人 46,292  45,816  476 1.0 

老人保健対象者を除く 

被保険者数（年間平均） 
人 46,292  45,816  476 1.0 

受 診 率 ％ 1,656.0  1,641.0  15.0 0.9 

受 診 件 数 件 766,744  751,758  14,986 2.0 

費 用 額 円 13,014,945,128  12,602,919,019  412,026,109 3.3 

内 

訳 

１件当たり費用額 円 16,974  16,765  209 1.2 

１世帯当たり費用額 円 466,619  448,806  17,813 4.0 

１人当たり費用額 円 281,149  275,077  6,072 2.2 

保 険 者 負 担 金 円 9,443,160,461  9,168,592,514  274,567,947 3.0 

内

訳 

１世帯当たり負担金 円 338,562  326,505  12,057 3.7 

１人当たり負担金 円 203,991  200,118  3,873 1.9 

老人保健拠出金（医療費） 円 85,221,956  382,412,908  △297,190,952 △77.7 

  以上、本会計については予算の目的に沿って、概ね適正に執行されているもの

と認められた。 



－47－ 

４ 土地区画整理事業特別会計 

 

 ⑴ 歳入決算状況 

   款別歳入状況の年度比較は、表17に示すとおりである。 

   歳入決算額は、２９億２,５６７万５千円で前年度決算額３９億２,４５２万５千

円と比べ、９億９,８８５万円（２５.５％）の減少となっている。予算現額   

３０億７,０１１万１千円に対しては、９５.３％の収入率で前年度９７.８％

と比べ、２.５ポイントの減少を示し、調定額２９億２,６０６万７千円に対し

ては、１００％の収入率で前年度と同一である。 

 

   内訳は次のとおりである。 

 

  １ 使用料及び手数料 

    歳入決算額は、３万９千円で前年度決算額２７万２千円と比べ、２３万３

千円（８５.７％）の減少となっている。予算現額３万円に対しては、１３０.

０％の収入率で前年度１０９.７％と比べ、２０.３ポイントの増加を示して

いる。 

 

  ２ 分担金及び負担金 

    歳入決算額は、０円で前年度と同額である。 

 

  ３ 国庫支出金 

    歳入決算額は、１３億４,５２１万９千円で前年度決算額２２億４,６８２万

円と比べ、９億１６０万１千円（４０.１％）の減少となっている。予算現額

１３億９,５７２万５千円に対しては、９６.４％の収入率で前年度９７.２％

と比べ、０.８ポイントの減少を示している。 

 

  ４ 都支出金 

    歳入決算額は、２億８,５４１万９千円で前年度決算額３億４,４６９万５千

円と比べ、５,９２７万６千円（１７.２％）の減少となっている。予算現額

３億１,０３２万５千円に対しては、９２.０％の収入率で前年度９２.９％と

比べ、０.９ポイントの減少を示している。 

 

 



－48－ 

  ５ 財産収入 

    歳入決算額は、３,２７４万６千円で前年度決算額３,４８６万５千円と比

べ、２１１万９千円（６.１％）の減少となっている。予算現額３,２７４万

７千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一である。 

 

  ６ 繰入金 

    歳入決算額は、６億９,４６１万２千円で前年度決算額１０億４４７万８千円と

比べ、３億９８６万６千円（３０.８％）の減少となっている。 

 

  ７ 繰越金 

    歳入決算額は、６,２０３万７千円で前年度決算額１億７,９３２万円と比

べ、１億１,７２８万３千円（６５.４％）の減少となっている。 

 

  ８ 諸収入 

    歳入決算額は、５億５６０万３千円で前年度決算額１億１,４０７万５千円

と比べ、３億９,１５２万８千円（３４３.２％）の増加となっている。予算

現額４億６,７９４万円に対しては、１０８.０％の収入率で前年度１０３.

１％と比べ、４.９ポイントの増加を示している。 

 

 

 

表17 

歳 入 決 算 額 比 較 表 
（単位：円：％） 

区 分 

款 別 

平 成 21年 度 平 成 20年 度 対 20年度増減 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 

 1 使用料及び手数料 39,400  0.0 271,869  0.0 △232,469 △85.5 

 2 分担金及び負担金 0  0.0 0  0.0 0 0.0 

 3 国 庫 支 出 金 1,345,219,000  46.0 2,246,820,000  57.3 △901,601,000 △40.1 

 4 都 支 出 金 285,419,418  9.8 344,694,657  8.8 △59,275,239 △17.2 

 5 財 産 収 入 32,745,599  1.1 34,865,217  0.9 △2,119,618 △6.1 

 6 繰 入 金 694,612,000  23.7 1,004,478,000  25.6 △309,866,000 △30.8 

 7 繰 越 金 62,036,643  2.1 179,320,220  4.6 △117,283,577 △65.4 

 8 諸 収 入 505,603,127  17.3 114,074,567  2.9 391,528,560 343.2 

合          計 2,925,675,187  100.0 3,924,524,530  100.0  △998,849,343 △25.5 
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 ⑵ 歳出決算状況 

   款別歳出状況の年度比較は、表18に示すとおりである。 

   歳出決算額は、２７億６,４１５万３千円で前年度決算額３８億６,２４８万

８千円と比べ、１０億９,８３３万５千円（２８.４％）の減少となっている。

予算現額３０億７,０１１万１千円に対しては、９０.０％の執行率で前年度 

９６.３％と比べ、６.３ポイントの減少を示している。 

   内訳は次のとおりである。 

  １ 区画整理費 

    歳出決算額は、２４億２,３３５万１千円で前年度決算額３６億２,７０９

万７千円と比べ、１２億３７４万６千円（３３.２％）の減少となっている。

予算現額２７億２,８８０万９千円に対しては、８８.８％の執行率で前年度

９６.１％と比べ、７.３ポイントの減少を示している。 

  ２ 公 債 費 

    歳出決算額は、３億４,０８０万２千円で前年度２億３,５３９万１千円と

比べ、１億５４１万１千円（４４.８％）の増加となっている。予算現額

３億４,０８０万２千円に対しては、１００.０％の執行率で前年度と同一で

ある。 

 
表18 

歳 出 決 算 額 比 較 表 
（単位：円：％） 

区 分 

款 別 

平 成 21年 度 平 成 20年 度 対 20年度増減 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 

 1  区 画 整 理 費 2,423,351,382 87.7  3,627,097,134 93.9  △1,203,745,752 △33.2 

 2  公 債 費 340,801,570 12.3  235,390,753 6.1  105,410,817 44.8 

合          計 2,764,152,952 100.0  3,862,487,887 100.0  △1,098,334,935 △28.4 

  以上、本会計については、予算の目的に沿って概ね適正に執行されているもの

と認められた。 

 

  参考 平成21年度の区画整理事業概要は次表のとおりである。 
（単位：千円：ha） 

項 目 

事業地区 
決 算 額 ※１ 総事業費 区域面積 施 行 年 度 

豊 田 南 920,469 44,000,000 87.1 昭和61年度～平成30年度 

万 願 寺 第 二 208,263 25,576,000 46.4 平成３年度～平成25年度 

東 町 98,881 16,661,000 34.5 平成４年度～平成26年度 

西 平 山 999,824 40,800,000 91.4 平成４年度～平成23年度 

組合施行６地区（計） 41,000 16,112,899 48.2  

※１ 総事業費は、事業計画書の資金計画上の総事業費である。 

※２ 組合施行６地区の決算額41,000千円は、3地区 平山、川辺堀之内、日野台二丁目土地区画

整理組合への助成金である。 
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５ 下水道事業特別会計 

 

 ⑴ 歳入決算状況 

   款別歳入状況の年度比較は、表19に示すとおりである。 

   歳入決算額は、５２億９,６１９万２千円で前年度決算額６１億９,８４５万４千

円と比べ、９億２２６万２千円（１４.６％）の減少となっている。予算現額

５３億３,４７９万４千円に対しては、９９.３％の収入率で前年度９８.

６％と比べ、０.７ポイントの増加を示し、調定額５３億１,７９４万４千円に

対しては、９９.６％の収入率で前年度と同一である。 

 

   内訳は次のとおりである。 

 

  １ 使用料及び手数料 

    歳入決算額は、２１億６,０２１万４千円で前年度決算額２１億７,７８０

万８千円と比べ、１,７５９万４千円（０.８％）の減少となっている。予算

現額２１億７,０４５万４千円に対しては、９９.５％の収入率で前年度  

１００.９％と比べ、１.４ポイントの減少を示し、調定額２１億８,１９６万

６千円に対しては、９９.０％の収入率で前年度と同一である。 

 

  ２ 国庫支出金 

    歳入決算額は、３億９,８５０万１千円で前年度決算額２億２,７１５万３千

円と比べ、１億７,１３４万８千円（７５.４％）の増加となっている。予算

現額４億２５０万３千円に対しては、９９.０％の収入率で前年度１００.

０％と比べ、１.０ポイントの減少を示している。 

 

  ３ 都支出金 

    歳入決算額は、１,９９１万７千円で前年度決算額１,１３５万円と比べ、

８５６万７千円（７５.５％）の増加となっている。予算現額１,９９１万

７千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一である。 

 

  ４ 繰入金 

    歳入決算額は、１９億８,４９０万３千円で前年度決算額２０億４,８４５

万２千円と比べ、６,３５４万９千円（３.１％）の減少となっている。 
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  ５ 繰越金 

    歳入決算額は、３,４０９万３千円で前年度決算額４８６万９千円と比べ、２,

９２２万４千円（６００.２％）の増加となっている。 

 

  ６ 諸収入 

    歳入決算額は、８６６万５千円で前年度決算額９７２万３千円と比べ、 

１０５万８千円（１０.９％）の減少となっている。予算現額８１２万５千円

に対しては、１０６.６％の収入率で前年度１０７.７％と比べ、１.１ポイン

トの減少を示している。 

 

  ７ 市 債 

    歳入決算額は、６億８,９９０万円で前年度決算額１７億１,９１０万円と比

べ、１０億２,９２０万円（５９.９％）の減少となっている。予算現額７億

１,４８０万円に対しては、９６.５％の収入率で前年度９４.１％と比べ、２.

４ポイントの増加を示している。 

 

 

 

表19 

歳 入 決 算 額 比 較 表 
（単位：円：％） 

区 分 

款 別 

平 成 21年 度 平 成 20年 度 対 20年度増減 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 

 1 使用料及び手数料 2,160,213,717  40.8 2,177,807,844  35.1 △17,594,127 △0.8 

 2 国 庫 支 出 金 398,500,790  7.5 227,152,580  3.7 171,348,210 75.4 

 3 都 支 出 金 19,917,000  0.4 11,350,000  0.2 8,567,000 75.5 

 4 繰 入 金 1,984,903,000  37.5 2,048,452,000  33.0 △63,549,000 △3.1 

 5 繰 越 金 34,092,757  0.6 4,869,087  0.1 29,223,670 600.2 

 6 諸 収 入 8,664,578  0.2 9,722,947  0.2 △1,058,369 △10.9 

 7 市 債 689,900,000  13.0 1,719,100,000  27.7 △1,029,200,000 △59.9 

合          計 5,296,191,842  100.0 6,198,454,458  100.0 △902,262,616 △14.6 
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 ⑵ 歳出決算状況 

   款別歳出状況の年度比較は、表20に示すとおりである。 

   歳出決算額は、５２億８,７８７万２千円で前年度決算額６１億６,４３６万

２千円と比べ、８億７,６４９万円（１４.２％）の減少となっている。予算現

額５３億３,４７９万４千円に対しては、９９.１％の執行率で前年度９８.

１％と比べ、１.０ポイントの増加を示している。 

 

   内訳は次のとおりである。 

 

  １ 下水道費 

    歳出決算額は、２３億８,７７２万６千円で前年度決算額２４億７２４万７

千円と比べ、１,９５２万１千円（０.８％）の減少なっている。予算現額   

２４億２,４４５万５千円に対しては、９８.５％の執行率で前年度９５.４％

と比べ、３.１ポイントの増加を示している。 

 

  ２ 公債費 

    歳出決算額は、２９億１４万５千円で前年度決算額３７億５,７１１万５千

円と比べ、８億５,６９７万円（２２.８％）の減少となっている。予算現額

２９億５３３万９千円に対しては、９９.８％の執行率で前年度１００.０％

と比べ、０.２ポイントの減少を示している。 

 

 

 

表20 

歳 出 決 算 額 比 較 表 

（単位：円：％） 

区 分 

款 別 

平 成 21年 度 平 成 20年 度 対 20年度増減 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 

 1  下 水 道 費 2,387,726,334 45.2 2,407,246,659 39.1 △19,520,325 △0.8 

 2  公 債 費 2,900,145,285 54.8 3,757,115,042 60.9 △856,969,757 △22.8 

合          計 5,287,871,619 100.0 6,164,361,701 100.0 △876,490,082 △14.2 

 

  以上、本会計については、予算の目的に沿って概ね適正に執行されているもの

と認められた。 
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６ 老人保健特別会計 

 

 ⑴ 歳入決算状況 

   款別歳入状況の年度比較は、表21に示すとおりである。 

   歳入決算額は、３,４６７万２千円で前年度決算額１０億５５８万５千円と比

べ、９億７,０９１万３千円（９６.６％）の減少となっている。予算現額３,

２９４万６千円に対しては、１０５.２％の収入率で前年度８９.５％と比べ、

１５.７ポイントの増加を示している。 

 

   内訳は次のとおりである。 

 

  １ 支払基金交付金 

    歳入決算額は、９０万２千円で前年度決算額５億６,５４９万８千円と比べ、

５億６,４５９万６千円（９９.８％）の減少となっている。予算現額９０万

４千円に対しては、９９.８％の収入率で前年度８８.２％と比べ、１１.６ポ

イントの増加を示している。 

 

  ２ 国庫支出金 

    歳入決算額は、１,６１２万４千円で前年度決算額２億４,２８３万９千円

と比べ、２億２,６７１万５千円（９３.４％）の減少となっている。予算現

額１,６１２万７千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度８１.８％と

比べ、１８.２ポイントの増加を示している。 

 

  ３ 都支出金 

    歳入決算額は、０円で前年度決算額７,０４６万１千円と比べ、皆減となって

いる。 

 

  ４ 繰入金 

    歳入決算額は、６４０万４千円で前年度決算額７,５１８万１千円と比べ、

６,８７７万７千円（９１.５％）の減少となっている。 

 

  ５ 繰越金 

    歳入決算額は、９５０万４千円で前年度決算額３,６０４万８千円と比べ、

２,６５４万４千円（７３.６％）の減少となっている。 
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  ６ 諸収入 

    歳入決算額は、１７３万９千円で前年度決算額１,５５５万８千円と比べ、

１,３８１万９千円（８８.８％）の減少となっている。 

 

 

表21 

歳 入 決 算 額 比 較 表 
（単位：円：％） 

区 分 

款 別 

平 成 21年 度 平 成 20年 度 対 20年度増減 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 

 1  支払基金交付金 901,588  2.6 565,498,290  56.2 △564,596,702 △99.8 

 2  国 庫 支 出 金 16,123,715  46.5 242,838,817  24.1 △226,715,102 △93.4 

 3  都 支 出 金 0  0.0 70,461,025  7.0 △70,461,025 皆減 

 4  繰 入 金 6,404,000  18.5 75,181,000  7.5 △68,777,000 △91.5 

 5  繰 越 金 9,503,711  27.4 36,047,778  3.6 △26,544,067 △73.6 

 6  諸 収 入 1,738,878  5.0 15,557,721  1.5 △13,818,843 △88.8 

合          計 34,671,892  100.0 1,005,584,631  100.0 △970,912,739 △96.6 

 

 ⑵ 歳出決算状況 

   款別歳出状況の年度比較は、表22に示すとおりである。 

   歳出決算額は、２,７７９万２千円で前年度決算額９億９,６０８万１千円と比べ、

９億６,８２８万９千円（９７.２％）の減少となっている。予算現額３,   

２９４万６千円に対しては、８４.４％の執行率で前年度８８.７％と比べ、４.

３ポイントの減少を示している。 

 

   内訳は次のとおりである。 

 

  １ 医療諸費 

    歳出決算額は、２０９万４千円で前年度決算額９億２,９３２万９千円と比

べ、９億２,７２３万５千円（９９.８％）の減少となっている。予算現額   

６２４万５千円に対しては、３３.５％の執行率で前年度８８.１％と比べ、

５４.６ポイントの減少を示している。 
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  ２ 諸支出金 

    歳出決算額は、２,５６９万８千円で前年度決算額６,６７５万２千円と比

べ、４,１０５万４千円（６１.５％）の減少となっている。予算現額２,   

５７０万１千円に対しては、１００.０％の執行率で前年度と同一である。 

 

 

表22 

歳 出 決 算 額 比 較 表 

（単位：円：％） 

区 分 

款 別 

平 成 21年 度 平 成 20年 度 対 20年度増減 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 

 1  医 療 諸 費 2,094,429  7.5 929,328,852  93.3 △927,234,423 △99.8 

 2  諸 支 出 金 25,698,014  92.5 66,752,068  6.7 △41,054,054 △61.5 

合          計 27,792,443  100.0 996,080,920  100.0 △968,288,477 △97.2 

 

  以上、本会計については、予算の目的に沿って概ね適正に執行されているもの

と認められた。 
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７ 介護保険特別会計 

 

 ⑴ 歳入決算状況 

   款別歳入状況の年度比較は、表23に示すとおりである。 

   歳入決算額は、９１億９７５万３千円で前年度決算額８６億４,１４５万８千

円と比べ、４億６,８２９万５千円（５.４％）の増加となっている。予算現額

９１億６,７４３万３千円に対しては、９９.４％の収入率で前年度１０１.

６％と比べ、２.２ポイントの減少を示し、調定額９１億９,０１０万８千円に

対しては、９９.１％の収入率で前年度と同一である。 

 

   内訳は次のとおりである。 

 

  １ 保険料 

    歳入決算額は、１９億８,５７４万６千円で前年度決算額１９億９,６９０

万３千円と比べ、１,１１５万７千円（０.６％）の減少となっている。予算

現額１９億３,８００万１千円に対しては、１０２.５％の収入率で前年度  

１０８.０％と比べ５.５ポイントの減少を示し、調定額２０億６,６１０万円

に対しては、９６.１％の収入率で前年度９６.２％と比べ、０.１ポイントの

減少を示している。 

 

  ２ 国庫支出金 

    歳入決算額は、１６億６,２７７万２千円で前年度決算額１６億３,４４２

万９千円と比べ、２,８３４万３千円（１.７％）の増加となっている。予算

現額１７億１,２５０万４千円に対しては、９７.１％の収入率で前年度  

１０５.５％と比べ、８.４ポイントの減少を示している。 

 

  ３ 支払基金交付金 

    歳入決算額は、２４億４,４２６万７千円で前年度決算額２４億３,２６４

万円と比べ、１,１６２万７千円（０.５％）の増加となっている。予算現額

２４億９,９５８万２千円に対しては、９７.８％の収入率で前年度９９.４％

と比べ、１.６ポイントの減少を示している。 

 

  ４ 都支出金 

    歳入決算額は、１３億６３８万１千円で前年度決算額１１億９,２５６万９

千円と比べ、１億１,３８１万２千円（９.５％）の増加となっている。予算

現額１２億７,０９４万円に対しては、１０２.８％の収入率で前年度９８.
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７％と比べ、４.１ポイントの増加を示している。 

 

  ５ 財産収入 

    歳入決算額は、５２万４千円で前年度決算額４４万５千円と比べ、７万９

千円（１７.８％）の増加となっている。 

 

  ６ 繰入金 

    歳入決算額は、１３億３,８９６万８千円で前年度決算額１２億４,４４２

万８千円と比べ、９,４５４万円（７.６％）の増加となっている。予算現額

１３億７,５０４万３千円に対しては、９７.４％の収入率で前年度９５.０％

と比べ、２.４ポイントの増加を示している。 

 

  ７ 繰越金 

    歳入決算額は、３億７,０７４万円で前年度決算額１億４,０００万６千円

と比べ、２億３,０７３万４千円（１６４.８％）の増加となっている。予算

現額３億７,０７３万９千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同

一である。 

 

  ８ 諸収入 

    歳入決算額は、３５万６千円で前年度決算額３万７千円と比べ、３１万９千

円（８６２.２％）の増加となっている。予算現額４千円に対しては、    

８,９００.０％の収入率で前年度９２５.０％と比べ、７,９７５.０ポイント

の増加を示している。 

 

表23 

歳 入 決 算 額 比 較 表 
（単位：円：％） 

区 分 

款 別 

平 成 21年 度 平 成 20年 度 対 20年度増減 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 

 1  保 険 料  1,985,745,520 21.8 1,996,902,890 23.1 △ 11,157,370 △ 0.6 

 2  国 庫 支 出 金 1,662,772,000 18.3 1,634,429,047 18.9 28,342,953 1.7 

 3  支払基金交付金 2,444,267,000 26.8 2,432,639,675 28.2 11,627,325 0.5 

 4  都 支 出 金 1,306,380,546 14.3 1,192,569,313 13.8 113,811,233 9.5 

 5  財 産 収 入 524,382 0.0 445,297 0.0 79,085 17.8 

 6  繰 入 金 1,338,968,465 14.7 1,244,428,165 14.4 94,540,300 7.6 

 7  繰 越 金 370,739,679 4.1 140,006,419 1.6 230,733,260 164.8 

 8  諸 収 入 355,718 0.0 36,764 0.0 318,954 867.6 

合          計 9,109,753,310 100.0 8,641,457,570 100.0 468,295,740 5.4 
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 ⑵ 歳出決算状況 

   款別歳出状況の年度比較は、表24に示すとおりである。 

   歳出決算額は、８９億８,４７７万２千円で前年度決算額８２億７,０７１万

８千円と比べ、７億１,４０５万４千円（８.６％）の増加となっている。予算

現額９１億６,７４３万３千円に対しては、９８.０％の執行率で前年度９７.

２％と比べ、０.８ポイントの増加を示している。 

 

   内訳は次のとおりである。 

 

  １ 総務費 

    歳出決算額は、２億５,６９９万７千円で前年度決算額２億８,１９２万円

と比べ、２,４９２万３千円（８.８％）の減少となっている。予算現額２億

７,１２６万７千円に対しては、９４.７％の執行率で前年度９５.７％と比べ、

１.０ポイントの減少を示している。 

 

  ２ 保険給付費 

    歳出決算額は、８１億２,５４８万９千円で前年度決算額７６億４８４万１

千円と比べ、５億２,０６４万８千円（６.８％）の増加となっている。予算

現額８２億８,４０５万５千円に対しては、９８.１％の執行率で前年度９７.

５％と比べ０.６ポイントの増加を示している。 

 

  ３ 財政安定化基金拠出金 

    歳出決算額は、０円で前年度決算額２３３万９千円と比べ、皆減となって

いる。 

 

  ４ 地域支援事業費 

    歳出決算額は、２億１０７万１千円で前年度決算額１億３４２万９千円と

比べ、９,７６４万２千円（９４.４％）の増加となっている。予算現額２億

５８０万６千円に対しては、９７.７％の執行率で前年度８５.０％と比べ、

１２.７ポイントの増加を示している。 

 

  ５ 基金積立金 

    歳出決算額は、２億１,６１７万７千円で前年度決算額６,９３５万３千円

と比べ、１億４,６８２万４千円（２１１.７％）の増加となっている。予算
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現額２億１,６５７万８千円に対しては、９９.８％の執行率で前年度と同一

である。 

 

  ６ 公債費 

    歳出決算額は、０円で前年度決算額８,０３３万９千円と比べ、皆減となっ

ている。 

 

  ７ 諸支出金 

    歳出決算額は、１億８,５０３万７千円で前年度決算額１億２,８４０万３

千円と比べ、５,６６３万４千円（４４.１％）の増加となっている。予算現

額１億８,８７２万７千円に対しては、９８.０％の執行率で前年度９７.７％

と比べ、０.３ポイントの増加を示している。 

 

  ８ 繰出金 

    歳出決算額は、０円で前年度決算額９万５千円と比べ、皆減となっている。 

 

表24 

歳 出 決 算 額 比 較 表 
（単位：円：％） 

区 分 

款 別 

平 成 21年 度 平 成 20年 度 対 20年度増減 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 

 1  総 務 費 256,997,292  2.9  281,920,045  3.4  △24,922,753 △8.8 

 2  保 険 給 付 費 8,125,489,296  90.4  7,604,840,700  91.9  520,648,596 6.8 

 3  財政安定化基金拠出金 0  0.0  2,338,826  0.0  △2,338,826 皆減 

 4  地域支援事業費 201,071,414  2.2  103,429,023  1.3  97,642,391 94.4 

 5  基 金 積 立 金 216,177,062  2.4  69,353,297  0.8  146,823,765 211.7 

 6  公 債 費 0  0.0  80,339,000  1.0  △80,339,000 皆減 

 7  諸 支 出 金 185,037,094  2.1  128,402,500  1.6  56,634,594 44.1 

 9  繰 出 金 0  0.0  94,500  0.0  △ 94,500 皆減 

合          計 8,984,772,158  100.0  8,270,717,891  100.0  714,054,267 8.6 

 以上、本会計については、予算の目的に沿って概ね適正に執行されているものと

認められた。 
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８ 後期高齢者医療特別会計 

 

 ⑴ 歳入決算状況 

   款別歳入状況の年度比較は、表25に示すとおりである。 

   歳入決算額は、２４億８,５０７万７千円で前年度決算額２２億８,０４０万

円と比べ、２億４６７万７千円（９.０％）の増加となっている。予算現額   

２５億６,３８５万３千円に対しては、９６.９％の収入率で前年度９４.１％

と比べ、２.８ポイントの増加を示し、調定額２４億９,４０４万７千円に対し

ては、９９.６％の収入率で前年度９９.７％と比べ、０.１ポイントの減少を

示している。 

 

   内訳は次のとおりである。 

 

  １ 後期高齢者医療保険料 

    歳入決算額は、１２億８,４３５万５千円で前年度決算額１２億２,４２３

万円と比べ、６,０１２万５千円（４.９％）の増加となっている。予算現額

１３億２,７３８万５千円に対しては、９６.８％の収入率で前年度９０.２％

と比べ、６.６ポイントの増加を示し、調定額１２億９,３３２万５千円に対

しては、９９.３％の収入率で前年度９９.５％と比べ、０.２ポイントの減少

を示している。 

 

  ２ 使用料及び手数料 

    当年度歳入決算額は、０円で前年度と同額である。 

 

  ３ 繰入金 

    歳入決算額は、１１億４,８３２万９千円で前年度決算額１０億５,６０９万７

千円と比べ、９,２２３万２千円（８.７％）の増加となっている。予算現額１１

億８,５１５万６千円に対しては、９６.９％の収入率で前年度９９.１％と比べ、

２.２ポイントの減少を示している。 

 

  ４ 諸収入 

    歳入決算額は、３,５２６万８千円で前年度決算額７万３千円と比べ、３, 

５１９万５千円（４８,２１２.３％）の増加となっている。予算現額３,４１８

万６千円に対しては、１０３.２％の収入率で前年度２８.６％と比べ、７４.６
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ポイントの増加を示している。 

 

  ５ 繰越金 

    歳入決算額は、１,７１２万６千円で前年度決算額０円と比べ、皆増となって

いる。 

 

表25 

歳 入 決 算 額 比 較 表 
（単位：円：％） 

区 分 

款 別 

平 成 21年 度 平 成 20年 度 対 20年度増減 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 

 1  後期高齢者医療保険料 1,284,354,600 51.7 1,224,229,700 53.7 60,124,900 4.9 

 2  使用料及び手数料 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

 3  繰 入 金 1,148,329,459 46.2 1,056,096,933 46.3 92,232,526 8.7 

 4  諸 収 入 35,267,571 1.4 72,900 0.0 35,194,671 48,278.0 

 5  繰 越 金 17,125,826 0.7 0 0.0 17,125,826 皆増 

合          計 2,485,077,456 100.0 2,280,399,533 100.0 204,677,923 9.0 

 

 ⑵ 歳出決算状況 

   款別歳出状況の年度比較は、表26に示すとおりである。 

   歳出決算額は、２４億５,７１５万１千円で前年度決算額２２億６,３２７万４千

円と比べ、１億９,３８７万７千円（８.６％）の増加となっている。予算現額２５

億６,３８５万３千円に対しては、９５.８％の執行率で前年度９３.４％と比

べ、２.４ポイントの増加を示している。 

 

   内訳は次のとおりである。 

 

  １ 総務費 

    歳出決算額は、３,２６１万９千円で前年度決算額４,６６６万円と比べ、

１,４０４万１千円（３０.１％）の減少となっている。予算現額３,７８０万

５千円に対しては、８６.３％の執行率で前年度９３.６％と比べ、７.３ポイ

ントの減少を示している。 
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  ２ 分担金及び負担金 

    歳出決算額は、２３億３,７８６万９千円で前年度決算額２１億７,７５７

万６千円と比べ、１億６,０２９万３千円（７.４％）の増加となっている。

予算現額２４億３,７２５万９千円に対しては、９５.９％の執行率で前年度

９３.４％と比べ、２.５ポイントの増加を示している。 

 

  ３ 給付費 

    歳出決算額は、４,５４０万８千円で前年度決算額３,９０３万８千円と比

べ、６３７万円（１６.３％）の増加となっている。予算現額４,５４２万円

に対しては、１００.０％の執行率で前年度９５.５％と比べ、４.５ポイント

の増加を示している。 

 

  ４ 諸支出金 

    歳出決算額は、４,１２５万４千円で前年度決算額０円と比べ、皆増となっ

ている。 

 

表26 

歳 出 決 算 額 比 較 表 

（単位：円：％） 

区 分 

款 別 

平 成 21年 度 平 成 20年 度 対 20年度増減 

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 金  額 比 率 

 1  総 務 費 32,618,546  1.3  46,659,549  2.1  △14,041,003 △30.1 

 2  分担金及び負担金 2,337,869,259  95.1  2,177,576,344  96.2  160,292,915 7.4 

 3  給 付 費 45,408,231  1.8  39,037,814  1.7  6,370,417 16.3 

 4  諸 支 出 金 41,254,497  1.7  0  0.0  41,254,497 皆増 

合          計 2,457,150,533  100.0  2,263,273,707  100.0  193,876,826 8.6 

  以上、本会計については、予算の目的に沿って概ね適正に執行されているもの

と認められた。 
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９ 実質収支に関する調書 

 

  総合実質収支額等の比較は、表27に示すとおりである。 

 ⑴ 総合実質収支の比較 

   実質収支額は、歳入歳出差引残額（形式収支額）から翌年度へ繰越すべき財

源を差し引いた額である。当年度の総合実質収支額（一般会計と特別会計の合

計）は３０億９,３３７万２千円で前年度２３億８,７８４万９千円と比べ、 

７億５５２万３千円（２９.５％）の増加である。 

 ⑵ 総合単年度収支の比較 

   単年度収支額は、当年度実質収支額から前年度実質収支額を差し引いた額で

ある。これは当年度実質収支額の中には前年度以前からの累積分が含まれ、そ

れらの増加要素を除いてその年度の収支を明確にしようとするものである。当

年度の総合単年度収支額（一般会計と特別会計の合計）は７億５５２万３千円

で前年度７億７,３５６万３千円と比べ、６,８０４万円（８.８％）の減少で

ある。 

 

表27 

総 合 実 質 収 支 額 等 比 較 表 
（単位：円） 

区  分 
平 成 ２ １ 年 度 平 成 ２ ０ 年 度 

一般会計 特別会計 合  計 一般会計 特別会計 合  計 

歳 入 総 額 57,963,160,583  35,199,394,478  93,162,555,061  54,027,146,611  37,876,052,129  91,903,198,740  

歳 出 総 額 55,225,056,640  34,775,749,415  90,000,806,055  52,206,334,358  37,284,215,620  89,490,549,978  

歳入歳出差引残額 2,738,103,943  423,645,063  3,161,749,006  1,820,812,253  591,836,509  2,412,648,762  

翌
年
度
へ
繰
越
す
べ
き
財
源 

継 続 費 

逓次繰越額 
0  0  0  0  0  0  

繰越明許費 

繰 越 額 
14,297,000  54,080,000  68,377,000  24,800,000  0  24,800,000  

事 故 繰 越 

繰 越 額 
0  0  0  0  0  0  

計 14,297,000  54,080,000  68,377,000  24,800,000  0  24,800,000  

実質収支額( A ) 2,723,806,943  369,565,063  3,093,372,006  1,796,012,253  591,836,509  2,387,848,762  

実質収支額のうち 

地方自治法第233条

の２の規定による 

基 金 繰 入 額 

0  0  0  0  0  0  

前年度実質収支額 

(Ｂ) 
1,796,012,253  591,836,509 2,387,848,762  1,155,413,355 458,872,361 1,614,285,716  

単 年 度 収 支 額 

(Ａ－Ｂ) 
927,794,690 △222,271,446 705,523,244 640,598,898 132,964,148 773,563,046 
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10 財産に関する調書 

 

  当年度末現在における財産に関する調書については、法令に準拠して作成され

ており、概ね適正に表示されているものと認められた。 

  当年度末現在における状況は、表28に示すとおりである。 

 

表28 

財 産 現 在 高 一 覧 表 

区      分 単位 
平成21年度末 

現 在 高 

平成20年度末 

現 在 高 
増   減 

公 

有 

財 

産 

土       地（地積） ㎡ 1,620,324.89  1,618,892.96  1,431.93 

建 

物 

木     造（延面積） ㎡ 7,470.51  7,222.13  248.38 

非  木  造（延面積） ㎡ 326,913.00  316,418.89  10,494.11 

計 ㎡ 334,383.51  323,641.02  10,742.49 

有 価 証 券 円 50,100,000  50,100,000  0 

出 資 に よ る 権 利 円 667,556,000  667,556,000  0 

物 

品 

自 動 車 台 43  61  △18 

自動車以外の物品で１品目の取

得価格が１００万円以上のもの 
件 393  395  △2 

債     権 円 2,124,082,000  1,531,302,000  592,780,000 

基     金 円 11,691,534,313  11,766,868,420  △75,334,107 

内 

 

 

 

 

 

 

 

訳 

公 共 施 設 建 設 基 金 円 812,737,069  1,199,822,609  △387,085,540 

職 員 退 職 手 当 基 金 円 1,007,365,121  1,184,053,691  △176,688,570 

財 政 調 整 基 金 円 1,999,958,372  1,840,219,292  159,739,080 

環 境 緑 化 基 金 円 692,436,778  882,858,108  △190,421,330 

平 和 事 業 基 金 円 100,000,000  100,000,000  0 

バリアフリー事業推進基金 円 80,950,465  52,827,391  28,123,074 

土 地 区 画 整 理 事 業 基 金 円 4,598,166,325  4,097,216,726  500,949,599 

介 護 給 付 費 準 備 基 金 円 575,344,857  362,820,649  212,524,208 

市 民 体 育 施 設 整 備 基 金 円 679,218,611  712,202,459  △32,983,848 

学 校 施 設 整 備 基 金 円 96,747,870  274,369,343  △177,621,473 

減 債 基 金 円 205,119,080  282,541,526  △77,422,446 

新 選 組 関 連 資 料 収 集 基 金 円 4,964,212  11,559,178  △6,594,966 

ご み 処 理 施 設 整 備 基 金 円 756,152,456  652,771,864  103,380,592 

介護従事者処遇改善臨時特例基金 円 67,373,097  98,605,584  △31,232,487 

福 祉 あ ん し ん 基 金 円 0  0  0 

国民健康保険高額療養費貸付基金 円 10,000,000  10,000,000  0 

国民健康保険出産費資金貸付基金 円 5,000,000  5,000,000  0 
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 ⑴ 公有財産 

  ① 土地及び建物 

   ・土   地             1,620,324.89㎡ 

     行政財産             1,529,978.82㎡ 

     普通財産              90,346.07㎡ 

   ・建   物              334,383.51㎡ 

     行政財産              323,805.99㎡ 

     普通財産              10,577.52㎡ 

  ② 有価証券 

   ・当年度末現在高（３団体）        ５，０１０万円 

  ③ 出資による権利 

   ・当年度末現在高（１３団体）     ６億６，７５５万６千円 

 ⑵ 物  品 

   ・自動車                     ４３台 

   ・物品                     ３９３件 

 ⑶ 債  権 

   ・多摩都市モノレール株式会社貸付金 

     当年度末現在高               １５億円 

   ・社会福祉法人わかば福祉会貸付金 

     当年度末現在高              １１０万円 

   ・社会福祉法人吹上会貸付金 

     当年度末現在高               ５５万円 

   ・社会福祉法人至誠学舎立川貸付金 

    （至誠第二保育園万願寺分園） 

     当年度末現在高              １１０万円 

   ・社会福祉法人至誠学舎立川貸付金 

    （しせい太陽の子保育園） 

     当年度末現在高           １,３３３万２千円 

   ・特別養護老人ホーム浅川苑運営事業費貸付金 

     当年度末現在高              ８００万円 

   ・市立病院改革プラン推進貸付金 

     当年度末現在高                ６億円 
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 ⑷ 基  金 

   基金は、積立型１４基金、果実運用型１基金、定額運用基金２基金である。 

   当年度末現在高は、１１６億９,１５３万４千円で前年度末現在高の１１７億

６,６８６万８千円と比べ、７,５３３万４千円（０.６％）の減少となってい

る。 

   各基金の当年末現在高は預金通帳及び証書との照合により誤りのないことを

確認した。 

   各基金の状況は、次のとおりである。 

 

  ◎ 公共施設建設基金（積立型） 

    公共施設の建設資金に充てるための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金              ６,３６７万円 

      預金利子                   ９２４万４千円 

   ・ 当年度取崩額                 ４億６,０００万円 

   ・ 当年度末現在高              ８億１,２７３万７千円 

 

  ◎ 職員退職手当基金（積立型） 

    職員退職手当の資金に充てるための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金          ３億１,４６９万２千円 

      預金利子                   ８６１万９千円 

   ・ 当年度取崩額                      ５億円 

   ・ 当年度末現在高              １０億７３６万５千円 

 

  ◎ 財政調整基金（積立型） 

    災害復旧、市債の繰上償還その他財源の不足を生じたときに充てるための

基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金         １２億４,９８５万５千円 

      預金利子                   ６８８万４千円 

   ・ 当年度取崩額                １０億９,７００万円 

   ・ 当年度末現在高             １９億９,９９５万８千円 

 



－67－ 

  ◎ 環境緑化基金（積立型） 

    市内の緑化推進及び緑化保全の資金を積み立てるための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金            ６,８２９万５千円 

      預金利子                   ８２３万８千円 

   ・ 当年度取崩額               ２億６,６９５万４千円 

   ・ 当年度末現在高              ６億９,２４３万７千円 

 

  ◎ 平和事業基金（果実運用型） 

    本市の核兵器廃絶・平和都市宣言並びに国際交流の高揚を図ることを目的

として行う事業に要する財源を確保するための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金                  ０円 

      預金利子                        ０円 

   ・ 当年度取崩額                       ０円 

   ・ 当年度末現在高                     １億円 

   ・ 預金利子９８０,０００円は、一般会計に収入され、基金の目的の事業費

に充てられている。 

 

  ◎ バリアフリー事業推進基金（積立型） 

    本市におけるバリアフリー事業の推進を図るための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金              ３,１００万円 

      預金利子                    １２万３千円 

   ・ 当年度取崩額                    ３００万円 

   ・ 当年度末現在高                  ８,０９５万円 

 

  ◎ 土地区画整理事業基金（積立型） 

    土地区画整理事業の円滑な実施を図るための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      土地区画整理事業特別会計からの積立金 １０億４,１０８万２千円 

      預金利子                  ３,２７４万６千円 

   ・ 当年度取崩額               ５億７,２８７万８千円 

   ・ 当年度末現在高             ４５億９,８１６万６千円 

     預金利子は規定に基づき土地区画整理事業特別会計に収入された後、更

に積立金の一部として基金に積立てられている。 
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  ◎ 介護給付費準備基金（積立型） 

    介護保険法第１４７条第２項第１号に規定する計画期間における財政の均

衡を保つための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      介護保険特別会計からの積立金      ２億１,２０７万９千円 

      預金利子                    ４４万５千円 

   ・ 当年度取崩額                       ０円 

   ・ 当年度末現在高              ５億７,５３４万５千円 

 

  ◎ 市民体育施設建設基金（積立型） 

    市民体育施設の建設資金に充てるための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金                  ０円 

      預金利子                   １７５万６千円 

   ・ 当年度取崩額                 ３,４７４万５千円 

   ・ 当年度末現在高              ６億７,９２１万９千円 

 

  ◎ 学校施設整備基金（積立型） 

    小中学校施設の整備資金に充てるための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金            １億５,０００万円 

      預金利子                   １０４万３千円 

   ・ 当年度取崩額               ３億２,８６６万４千円 

   ・ 当年度末現在高                ９,６７４万８千円 

 

  ◎ 減債基金（積立型） 

    市債の償還の財源を確保し、健全な財政運営に資するための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金              ２,０００万円 

      預金利子                   ２５７万８千円 

   ・ 当年度取崩額                      １億円 

   ・ 当年度末現在高               ２億５１１万９千円 
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  ◎ 新選組関連資料収集基金（積立型） 

    新選組関連の資料収集資金に充てるための基金である。 

   ・当年度積立金 

     一般会計からの積立金                ３３８万円 

     預金利子                      ２万５千円 

   ・当年度取崩額                    １,０００万円 

   ・当年度末現在高                  ４９６万４千円 

 

  ◎ ごみ処理施設整備基金（積立型） 

    日野市ごみ処理施設の整備資金に充てるための基金である。 

   ・当年度積立金                       １億円 

   ・預金利子                     ３３８万１千円 

   ・当年度取崩額                        ０円 

   ・当年度末現在高               ７億５,６１５万２千円 

 

  ◎ 介護従事者処遇改善臨時特例基金（積立型） 

    介護報酬改訂に伴う保険料に充てるための基金である。 

   ・当年度積立金                        ０円 

   ・預金利子                          ０円 

   ・当年度取崩額                  ３,１２３万２千円 

   ・当年度末現在高                 ６,７３７万３千円 

 

  ◎ 福祉あんしん基金（積立型） 

    市民生活安定及び福祉諸施策の推進を図るための基金である。 

   ・当年度積立金                        ０円 

   ・当年度取崩額                        ０円 

   ・当年度末現在高                       ０円 

 

 基金は、年度末をもって整理が行われるため、出納整理期間中における各会計

から各基金への積立・取崩は基金としては翌年度の収支となるため、決算書から

求められる数字とは異なる。 
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11 基金の運用状況 

 

 定額運用基金の運用状況は、次のとおりである。 

 

 ◎ 国民健康保険高額療養費貸付基金（定額運用基金） 

   国民健康保険法第５７条の２に規定する高額療養費の負担に充てるべき資金

を貸し付けるための基金である。 

  ○ 基金の額                       １,０００万円 

     当年度末残金                   ６７７万２千円 

     当年度末貸付残額                 ３２２万８千円 

   ・ 貸付額は、１,９９２万７千円で前年度２,１０４万６千円と比べ、 

１１１万９千円（５.３％）の減少となっている。 

   ・ 償還額は、２,３８７万３千円で前年度１,７６９万７千円と比べ、 

６１７万６千円（３４.９％）の増加となっている。 

   ・ 回転数は２.０回で、前年度２.１回と比べると、０.１回（４.８％）の

減少を示している。 

     本基金の運用は、概ね適正に執行されているものと認められた。 

 

 ◎ 国民健康保険出産費資金貸付基金（定額運用基金） 

   国民健康保険法第５８条第１項の規定による出産育児一時金の支給を受ける

ことが見込まれる世帯主に対し、出産育児一時金の支給を受けるまでの間、当

該出産育児一時金の支給にかかる出産に要する費用を支払うための資金を貸

し付けるに当たり、事務の円滑な実施を図るための基金である。 

  ○ 基金の額                        ５００万円 

     当年度末残金                     ４１０万円 

     当年度末貸付残額                    ９０万円 

   ・ 貸付額は、３７５万円で前年度７２０万円と比べ、３４５万円（４７.

９％）の減少となっている。 

   ・ 償還額は、４２９万円で前年度８００万円と比べ、３７１万円（４６.

４％）の減少となっている。 

   ・ 回転数は、０.８回で前年度１.４回と比べると、０.６回（４２.９％）

の減少を示している。 

     本基金の運用は、概ね適正に執行されているものと認められた。 
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第３ 意見・要望等 
 

 日本の経済状況は、景気は着実に持ち直してきているが、自立的回復力はなお弱

く、失業率が高水準にあるなど厳しい環境で推移している。 

 地方財政を取り巻く環境も相変わらず厳しい状況が続いている。 

 日野市の平成２１年度予算は、法人市民税や景気連動型交付金の大幅な減収によ

り、平成１０年度以来再び財政非常事態宣言が行われた中で編成された。 

 財政が厳しい中でも「市民のあんしん力を高めよう」をメインテーマに市民の「将

来的な不安」を払拭する取り組みとして、国や都と連携して雇用創出に向けた事業

や保育園待機児童の解消をはじめとする子育て支援の充実、高齢者福祉サービスの

充実、教育環境の整備など、重点施策に取り組んだ。また、「第３次日野市行財政改

革大綱」及び「集中改革プラン」の趣旨に沿い、前年度の行政評価を踏まえた事業

の取り組みに努め、最小の経費で最大の効果が得られるよう、事業の実施方法や実

施時期などについて検討が加えられたところである。 

 一般会計の決算について見てみると、歳入総額が５７９億６,３１６万１千円で、

前年度比７.３％増加した。歳出総額は５５２億２,５０５万７千円で、前年度比５.

８％の増加となった。実質収支額は２７億２,３８０万７千円で、前年度比５１.７％

の増加となった。 

 財政指標（普通会計）については、財政力指数が１.０７２で、前年度比０.００４

ポイント下がった。実質収支比率は８.７％で、前年度比２.９ポイント上がった。

公債費比率は５.５％で前年度比０.１ポイント下がった。財政の弾力性を示す経常

収支比率は９１.４％で、前年度比０.８ポイント上昇した。経常収支比率は、一般

的に７０～８０％が適性水準といわれている。引き続き市税収入等経常的収入の増

を図るとともに、経常経費の抑制に努力されたい。 

 財政運営については、景気低迷が長引き、厳しい財政状況が見込まれる中、今後

も財政指標の動きに注意し、適正な運営を進めていただきたい。 

 市では第５次基本構想・基本計画「（仮称）２０２０プラン」及び第４次行財政改

革大綱・実施計画を策定中であるが、引き続き行財政改革を推進し、新たな施策展

開や重点施策に取り組むための財源確保に努めていただきたい。 

 今後も市民に最も身近な自治体として、市民が安心して暮らしが営めるよう、市

民ニーズを的確に捉え、本当に必要な施策やサービスの提供に努めるよう要望する。 
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１ 予算の執行管理について 

  予算の執行管理については、主管課長及び予算統括者を中心に進め、概ね適正

に管理されていた。 

  しかし、一部において多額の不用額を生じたり、未執行となった事業があった。

不用額を生じた理由には、執行段階での経費節減努力や競争入札による契約差金

など様々な要因があると思われるが、執行率の低い事業については、精査が必要

である。今後も予算の積算から内容を精査するとともに、不用額が見込まれた時

は適切に減額補正を行うなど、計画的・効率的な予算執行管理に努められるよう

要望する。 

  ２１年度の流用件数は１２２件、流用額は６,０９７万円であった。前年度に比

べて２７件、２,０１６万円減少した。 

  予算の流用については、事業の変化に即応しなければならないため、やむを得

ない場合もあるが、必要最小限で行うべきであり、真にやむを得ないものに限る

べきである。しかし、補正予算で減額して流用で増額したり、逆のケースも数件

見られた。 

  今後も適切な予算の積算及び執行管理を行い、流用件数を減らすよう努めてい

ただきたい。 

 

２ 収入未済及び不納欠損について 

  一般会計及び特別会計の収入未済額は、２３億６,６９４万３千円で、前年度に

比べて３,７９６万３千円減少した。不納欠損額は、２億９,２０９万９千円で１

億１,１８１万５千円減少した。 

  市税、保険料及び使用料・手数料等は、適切な徴収対策のもと自主財源の確保

と負担の公平性に努めていると認める。収納率の向上を図るためには、現年課税

分の収納を徹底し、滞納の発生を抑制することが重要である。既に口座振替納税

の促進や他市に先駆けてコンビニ収納、クレジットカード収納等、納付方法の多

様化を促進しているが、さらに納税者の利便性の向上を図り、収納率の向上に取

り組んでいただきたい。また、収入未済については、早期に適切な対応をとると

ともに、粘り強い取り組みが求められる。引き続き収入未済の解消に向けて関係

部署の一層の努力を期待する。 

  不納欠損の処分は、納税意識に影響を及ぼすものであるから、引き続き実態を

十分に調査し、処分にあたっては厳正に対処されたい。 
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３ 契約事務について 

  契約事務について、支出負担行為伺書、仕様書、見積書、契約書等の関係書類

を審査した結果、概ね適正に処理されていた。 

  しかし、一部において仕様書の記載が不十分なもの、業務計画書や業務完了報

告書など仕様書に定めている書類の提出がないものが見られた。 

  仕様書は、業者が見積を行う際の前提となるものであるとともに、業務等の指

示書であり、履行確認及び検査の根拠となる重要な書類である。 

  仕様書の作成にあたって、履行内容の記載は、的確でわかりやすいものとする。

また同種の契約を毎年行なう場合においても、現行の内容を十分に精査し、実態

に即したものとなるよう留意されたい。 

  その他に、支出負担行為伺書兼業者選定伺書の起案日よりも前に見積書を徴取

している、委託業務請書に収入印紙が貼付されていない、随意契約において契約

担当主幹の合議がない等の不備も見られた。 

  また、市では多くの随意契約の締結を行っているが、随意契約の締結にあたっ

ては、公正性、透明性、経済性等の観点から、より厳密さが求められているので、

今後も契約担当課の通知を順守し、適切な契約手続きを執行するよう要望する。 
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参考 

 

平成２１年度東京都２６市決算状況＜普通会計＞ 
 

 

◎ 財政力指数は、１.０７２で前年度１.０７６と比べ、０.００４ポイントの減少

となっており、２６市平均と比べ、０.００８ポイント高くなっている。 

 

  財政力指数とは、地方交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要

額で除したものであり、指数は必要一般財源（基準財政需要額）のうち、どの

程度、税収入でまかなえるものかを示すもので、「１」を基準にしてそれ以上

であれば財政力が強いとされ、それ以下であれば、数値が下がるほど弱いとさ

れている。この指数は、過去３か年平均で算出される。 

 

 

◎ 実質収支比率は、８.７％で前年度５.８％と比べ、２.９ポイントの増加となっ

ており、２６市平均と比べ、３.８ポイント高くなっている。 

 

  実質収支比率とは、標準財政規模に対する実質収支額の割合である。歳入決

算額から歳出決算額を単純に差し引いた額が「形式収支」で、当該年度の現金

の帳尻を示し、この形式収支額から翌年度に繰り越すべき財源を控除したもの

を「実質収支」という。翌年度に繰り越すべき財源の内訳は、①継続費逓次繰

越額、②繰越明許費繰越額、③事故繰越繰越額、④事業繰越額、⑤支払繰延額

の５項目である。健全財政の立場から実質収支で赤字を生まないようにしなけ

ればならないが、逆に黒字額が多ければ多い程、地方公共団体の財政運営とし

て好ましいともいえない。実質収支の黒字額は概ね標準財政規模の３～５％程

度が望ましいといわれている。 
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◎ 公債費比率は、５.５％で前年度５.６％と比べ、０.１ポイントの減少となって

おり、２６市平均と比べ、１.７ポイント低くなっている。 

 

  公債費比率とは、一般財源総額に対する公債費の割合である。公債費は義務

的経費であり、高くなりすぎると財政硬直化の要因となる。このため、起債依

存度とともに起債発行の歯止めの一つの指標とされており、１０％を超さない

ことが望ましいとされている。施行制度上では、公債比率（公債費充当一般財

源の標準財政規模に対する割合）の過去３年度間の平均が２０％を超える場合、

国は当該地方公共団体の起債を制限することとしている。ただし、この場合は

普通会計における標準財政収入額に対する元利償還金の比率となっており、公

債比率が大きくなっている。 

 

 

◎ 経常収支比率は、９１.４％で前年度９０.６％と比べ、０.８ポイントの増加

となっており、２６市平均と比べ、１.８ポイント低くなっている。 

 

  経常収支比率とは、経常的に使われる経費に充てる一般財源に対し経常的に

収入となる一般財源の割合を示すもので、財政構造を見る一つの尺度とされて

いる。経常的経費というのは、いわゆる義務的経費（人件費、扶助費、公債費）

のほか物件費、補助費等を含むもので、一般財源との割合が８０％台を超える

と、都道府県の場合、危険ラインといわれており、都市にあっては７５％程度

に収まることが妥当と考えられている。 
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２６市決算状況表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


